
 

１ 議 事 日 程（第２日） 

   （平成２７年第４回有田川町議会定例会） 

平成２７年１２月１０日 

午前９時３０分開会 

於 議 場 

 日程第１ 一般質問 

 日程第２ 議案第117号 平成２７年度公下第４号水尻工区管渠布設工事（第１６工区） 

            の請負変更契約について 

 日程第３ 議案第118号 平成２７年度公下第７号水尻工区管渠布設工事（第１９工区） 

            の請負変更契約について 

２ 出席議員は次のとおりである（１５名） 

    １番   谷 畑   進       ２番   小 林 英 世 

    ３番   辻 岡 俊 明       ４番   林   宣 男 

    ６番   殿 井   堯       ７番   佐々木 裕 哲 

    ８番   岡   省 吾       ９番   森 谷 信 哉 

    10番   堀 江 眞智子       11番   中 山   進 

    12番   新 家   弘       13番   湊   正 剛 

    14番   増 谷   憲       15番   橋 爪 弘 典 

    16番   亀 井 次 男 

３ 欠席議員は次のとおりである（１名） 

    ５番   森 本   明 

４ 遅刻議員は次のとおりである（なし） 

５ 会議録署名議員 

    ３番   辻 岡 俊 明       15番   橋 爪 弘 典 

６ 地方自治法第１２１条により説明のため出席した者の氏名（１３名） 

   町 長  中 山 正 隆    副 町 長  山 﨑 博 司 

   住 民 税 務 部 長  清 水 美 宏    福 祉 保 健 部 長  辻     勇 

   総 務 政 策 部 長  林   孝 茂    消 防 長  上 嶋 敏 之 

   産 業 振 興 部 長  立 石 裕 視    建 設 環 境 部 長  佐々木   勝 

   総 務 課 長  中 硲   準    企 画 財 政 課 長  一ツ田 友 也 

   教 育 委 員 長  早 田 智 代    教 育 長  楠 木   茂 

   教 育 部 長  山 田 展 生     

７ 職務のために議場に出席した事務局職員の職氏名（２名） 

   事 務 局 長  中 西 満 雄    書 記  林   美 穂 
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  平成２７年第４回定例会一般質問者及び項目表 

通告順 議員名 質  問  項  目 

１ 佐々木裕哲 ①中学生の校外学習について 

②有田川町の一番高い山は 

２ 殿井 堯 ①現在有田川町の職員又は関係事業の問題が起きているが、町

の対応を問う 

②清水ふるさと開発公社の再契約について伺う 

３ 辻岡俊明 ①いじめ認知件数について 

②電力自由化の対応について 

４ 小林英世 ①本町の防災について 

②巨大地震と広域連携について 

５ 増谷 憲 ①介護保険制度などについて 

②保育料について 

③ＴＰＰ問題の農業への影響について 

６ 堀江眞智子 ①有田川町秋デンについて 

②子どもに本物の文化にふれさせるための補助金制度の新設に

ついて 

③アベノミクス新三本の矢に関する介護離職ゼロにする施策に

ついて国及び関係機関に働きかけを 

 

８ 議事の経過 

開議 ９時３０分 

○議長（中山 進） 

   おはようございます。 

   ５番、森本明君から、欠席の届出がありましたので報告します。 

   ただいまの出席議員は１５人であります。 

   定足数に達していますので、本日の会議を開きます。 

   本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

   また、説明員は町長ほか１２名であります。 

   なお、本日、町長より追加議案２件が提出されています。 

……………日程第１ 一般質問…………… 

○議長（中山 進） 

   日程第１、一般質問を行います。 

   配付のとおり６名の議員から通告をいただいておりますので、順次許可します。 

……………通告順１番 ７番（佐々木裕哲）…………… 

○議長（中山 進） 
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   ７番、佐々木裕哲君の一般質問を許可します。 

   ７番、佐々木裕哲君。 

○７番（佐々木裕哲） 

   ７番議員、佐々木裕哲です。議長の許可を得ましたんで、質問させていただきます。 

   今回、６人の議員が質問通告されていますが、届出順ということで、私が、一番目

に登壇することになりました。 

   合併後、今回で４０回の議会となりますが、私が一番目の登壇が今回で４回目とな

ります。ちょっと緊張気味ですが、行います。 

   私の質問はお手元に配付のとおりです。まず、一番目の質問といたしまして、中学

生の校外学習についてであります。有田川町は中学生国際交流事業として、オースト

ラリアのダーウィン市、パーマストン市との交流事業として、ことしも町内の対象中

学生２７５名のうち、選考により３０名が約１，４００万円の町負担金で国際交流と

将来の人材育成を目的に行いましたが、この事業は旧吉備町時代から今日まで、１７

年間継続されていますが、現実に子どもたちが卒業し、成人となって生かされ、国際

交流等に役立っているのか、まずお聞きしたいと思います。この事業、今日まで１７

年間の総費用もいくらかかったのか、これも累計でお聞きしたいと思います。 

   町民も教育にお金をかけることは誰も反対はしません。ですが、お金の使い方、ど

のように使われているのか、この事業は、私は決して悪いとは言いません。選考とは

いえ、一部の生徒のみ、これは対象者の９人に１人しか参加できないのです。このこ

とによって、子ども、親の立場からも、もっとみんなが参加できるような事業にお金

を使ってくれという意見があることも事実でございます。 

   国際交流となれば、オーストラリアと日本との友好関係、特にＴＰＰやほかの貿易

面においては切っては切れない仲ですが、しかし、それ以上に近隣諸国、特に中国、

韓国との関係、両国の間に過去の問題、また現在でもいろいろな問題等がありますが、

しかし、あればあるほど今後の日本のことを考えると、友好関係の構築をしていくの

が、今の中学生や高校生なのです。今のオーストラリアの交流事業の一部でも近隣諸

国との交流に使えないのか、一度、考えてみてはどうかと私は思うのです。具体的な

方向性はなくても、町長の、また執行部の方向性をお聞きしたいと思います。 

   次に、今回、和歌山県は公立、私立、特別支援学校を含む、全ての高校生、２万９，

０００人を対象に、日本とトルコの合作映画、海難１８９０を拠点校など４０カ所で

上映会を開くということが決定されております。そのための関連予算として、２，５

５０万円の補正予算も、この県議会で上程されております。映画を通じて郷土の歴史

と人間としての真心とは何かを学習させるということであります。和歌山県串本町に

関係あるとはいえ、県予算で全生徒に鑑賞させるということは、これは今の知事は本

当に立派だと私は思っております。そこで、我が町の中学生全員に道徳教育の一環と

して鑑賞させてはどうかと思うのですが、その点もお聞きしたいと思います。費用は
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海外研修の一部をこちらに回してもよいのではと、私はそういうふうに思います。知

事は県民の友１２月号で、このようなメッセージを送っています。皆さん方も多分、

読んでいるとは思いますが、もし読んでいない方があればと思い、この場をかりて私

がちょっと朗読させていただきます。 

   県民の友１２月号、知事メッセージとして、県民の皆様へ、海難１８９０、エルト

ゥールル号事件を描いた海難１８９０が１２月５日についに封切られます。田嶋串本

町長と学友で世界的に有名な田中光敏監督の発意から生まれたこの映画がついに実現

したのです。５年前にこの話を聞いた私も早速協力して、資金集めなどに皆で悪戦苦

闘しました．その間はリーマン・ショックなどがあり、企業の財務が急速に悪くなっ

て大変難行でしたが、安倍総理とトルコのエルドアン首相、現大統領が意気投合し、

この映画を応援しようと決めてくださってから、急に話が進み始めました。私は資金

集めに走り回りましたし、東映が配給先として責任を持ってくれるようになり、和歌

山を中心にＮＰＯができて、皆が応援して、ようやく感動的な大作ができました。 

   １８９０年オスマン・トルコ帝国の希望の星であったエルトゥールル号が、日本と

の友好親善で大変な功績を挙げた後、串本大島の樫野崎沖で荒天の中、座礁沈没する

のですが、そのとき、樫野を初め近くの漁村の人々が寝食を忘れ、生存者の救出と介

抱を行い、貧しい暮らしの中でもありったけの食糧などを提供して、トルコの人々を

救いました。一方トルコは、これを多として、このことを１２５年間教科書に書き続

けて、忘れないでいてくれたのです。その記憶の中で、今度はその９５年後の１９８

５年、イラク・イラン戦争のとき、フセインは自国の領空をいかなる国であっても、

４８時間以内に撤去しなければ、無差別に攻撃すると宣言したのです。テヘラン空港

で取り残された日本人のために航空機を飛ばしてくれ、自国民よりも優先して救出し

てくれたのはトルコでした。この時空を越えた友情と思いやりがこの映画のテーマで

す。私は１２５年前の我が和歌山県民がかくも立派な心意気を身をもって示してくれ

たことを心から誇りに思いますが、同時に３０年前にトルコから示されたあの英雄的

な友情を決して忘れてはならないと思います。県民の皆さん、ぜひこの映画を見まし

ょう。見て、感動して、泣いて、そしてあすへの勇気と希望を心にわかせましょう。

和歌山県知事、仁坂吉伸。 

   ということで、メッセージが出ているんですけれども、私もこの映画を見てきまし

た。人の真心とは何かを感動させられ、劇場で泣いた１人でもございます。皆さんも

ぜひ子どもたちが見る前に鑑賞していただきたいと思います。 

   続いて、２番目の質問へ入ります。２番目の質問は有田川町の一番高い山はという

質問でございます。皆さんも御承知のとおり、来年８月１１日、山に親しむ機会を得

て、山の恩恵に感謝するということを趣旨として、国民の祭日となるのですが、これ

により、祝日は年間１６日となります。日本は海のない県、自治体はあっても、山の

ない自治体はありません。そこで、日本一の高い山は皆さんも知っているとおり、富
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士山。では、近畿で一番高い山はどこかというと奈良県の１，９１５メートルの八経

ヶ岳。では、和歌山県はというと、１，３８２メートルの龍神岳が一番高いのですが、

しかし２０００年までは護摩壇山が、皆さんも御存じのとおり、和歌山県で一番高い

と私たちも学校でも習ってきました。ところが隣の山が１０メートル高いと訂正され、

公募により命名され、龍神岳が一番高い山となっております。では、有田川町で一番

高い山はと聞かれたら何と答えたらよいのでしょう。誰か知っている人は教えてくだ

さい。恐らく、通称名はあるかもしれませんが、私が調べたところ、国土地理院に登

録されている名前はないと思います。有田川町で名前が今、現在ついている一番高い

山は下湯川の１，１５３メートルの若藪山ですが、上湯川地区と日高川町の寒川、そ

して田辺市との境界上にある、１，２６１メートルが有田川町の最高峰であるが、名

前はついておりません。 

   そこで、来年の山の日の制定に伴い、提案したいのですが、この国土地理院、関係

自治体、そして地権者の了解のもと、山の命名は公募してはどうかという質問でござ

います。この一帯は城ヶ森鉾尖県立自然公園内であり、四季の山々の絶景は訪れる

人々に感動を与えてくれるものと思います。公募により知名度アップや、地区の活性

化に少しでも役立つと思います。国民の祝日に向け、また山の日の制定に向け、ぜひ、

前向きに取り組んではどうかと思います。そういうことで第１回の質問を終わらせて

いただきます。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   おはようございます。 

   それでは、佐々木議員の質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   私のほうからは２つ目の有田川町の一番高い山についてということでお答えをさせ

ていただきたいと思います。議員、おっしゃる山は標高１，２６１メートルであると

いうことから、国土地理院の地図で探したところ、城ヶ森近くの上湯川の田辺市龍神

と日高川町との境界付近の地点であると思われます。調べてみますと、山の名前につ

いては、特に法的根拠に基づいたものではないそうです。一般的に皆さんが山の名前

といえば、国土地理院の地図に記載されている名前をその山の名前として使われてい

るケースが多いと思います。国土地理院に問い合わせてみますところ、無名の山につ

いては国土地理院の地図にその名前を掲載するには、その属する公共団体の申請に基

づいて、すなわち田辺市、それから日高川町の１市１町と有田川町で国土地理院の審

査の上、決定し、掲載しているそうであります。また、その地点が複数の公共団体に

またがっている場合、その全ての団体からの申請の必要があるということです。国土

地理院の日本地図の名前を載せてもらおうと思えば、うちだけではあかんということ

です。田辺市と日高川町と協議の上でいろんな手続をしなければならないようであり
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ます。また、その申請の際には、その山の名前を申請する根拠となる書類等も必要と

なるそうであります。その例の１つとして、その地域の独自の地図等で既に使われて

いる書類などが挙げられるそうであります。まずは、山の名前については地元、地域

で既にその山の名前があるのか。また、田辺市、日高川町の意見はどうか聞いた上で

所定の手続を進めさせていただきたいと思っています。 

   先日、部長と課長が早速この山を見にいきまして、地元の人にも聞いたんですけれ

ども、どうやら定かな名前がついていないということであります。多分、ここは国有

林であって、京大の演習林も兼ねているようなところだそうです。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   佐々木議員にお答えを申し上げます。 

   中学生の校外学習についてでございます。本町では平成１０年からグローバルな社

会の到来を見越して、英語教育の充実を図るために、国際交流、国際理解の重要性に

かんがみ、英語圏への中学生国際交流事業を実施しているところでございます。まず、

オーストラリア、ダーウィン市、パーマストン市への選定につきましては、第一に安

全性が確保できるということ。そして、また英語圏であるということ。相手方との夏

季休暇が重複しない、授業に参加できるという条件。また、ノーザンテリトリー準州

の教育省との協力のもと、生徒のホームステイが可能であり、なるべく日系人の少な

い等々の選定条件に合致したところでございます。 

   英語教育につきましては、世界から見て、日本は明らかに立ちおくれています。近

年、やっと英語教育の重要性を自覚して、国、県ともに力を入れるようになってきま

した。本町の英語教育につきましては、中学生の海外研修や、全国にさきがけての町

単独のＡＬＴの活用による保育園児、小学校、中学校への生の教育の実施等により、

和歌山県学力状況等調査においても、良好な成績を上げているところでございます。

また、オーストラリア研修に行った子たちの中でも、１２名の方がこの役場のほうに

入って、非常に英語が堪能であるということも添えておきたいと思います。 

   議員、御指摘の近隣諸国との交流につきましてでございます。合併後において当時

から教育委員会定例会、あるいはＰＴＡ協議会等において、その都度、話題となり、

協議されてきたところでございます。協議された内容につきましては、まず海外研修

の根幹である、子どもの安全の確保が少々不安であること。そして、長期休暇がほぼ

日本と同じ時期に当たり、目的の１つであります合同授業ができないこと。語学の習

得や地域の伝統、慣習を学ぶホームステイが難しいということ等々の理由により、ま

だ実現していないのが現状でございます。まず、そういった諸条件を克服できれば、

議員、御指摘の友好関係について、今後の課題として研究、検討してまいりたいと考
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えているところでございます。 

   海難１８９０につきましてでございます。実は、去る７月２日、町村教育長会の総

会、研修会が串本のほうでありまして、串本の町長さん、あるいは教育長さんから、

レクチャーを受けました。エルトゥールル号についてのレクチャーを受けました。映

画には出ていなかったんですが、非常に苦労したということも聞いております。実は、

海岸へおりる道がないんです。そして、大きなトルコ人をロープで結んで、上へ上げ

るんですけど、非常に苦労したという文献も残っておるそうでございます。 

   また、海難１８９０のデモＤⅤＤを見せていただきました。また、改めて先週、１

２月５日、公開日に海難１８９０を見にいきました。この映画は日本とトルコの友好

関係はもちろん、底流に流れる心情や、近年薄くなってきたと言われる道徳心が鮮や

かに描かれていて、真心を感じるすばらしい作品でございました。 

   県は全高校生と特別支援学校を対象に、鑑賞の方向であると報道もお聞きしており

ます。まだ定かではありませんが、義務教育、小学校にも歴史、道徳教育関連で見せ

てはどうかという広がりも見せておるやに聞いております。私個人といたしましても、

久しぶりに大変感動を覚えた、すばらしい作品であると思いますので、何らかの手段

で、ぜひ有効に活用したいと考えておるところでございます。 

   以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   佐々木議員の御質問にお答えいたします。 

   中学生国際交流事業の実績についてなんですけれども、平成１０年から平成２７年

度までの１８年間、１７回の海外研修を行っております。合計金額なんですけれども、

事業費、１億８，５２４万８，０００円となっております。 

   また、１７回に及ぶ生徒の参加者なんですけども、４１７名と数えております。そ

れと、ホームステイ受け入れ、オーストラリアからの受け入れについては１０回に及

びまして、延べ人数２３２名、ホームステイで受け入れを行っております。実績とい

たしましてなんですけれども、平成１５年にダーウィン市と友好都市の提携を結んで

おります。また、平成２２年度にはパーマストン市と姉妹都市提携を結んでおります。

同じく平成２２年なんですけども、吉備中学校とドリップストーン校との姉妹校提携

を結んでおります。また、平成２７年度、姉妹校提携の更新を行っているところでご

ざいます。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   ７番、佐々木裕哲君。 

○７番（佐々木裕哲） 
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   ２回目の質問をさせていただきます。 

   まず、私、全般的な質問をしたんで、意味が通じてないんかわかりませんけど、私

がまず聞きたいのは、中学校の海外研修なんですけど、冒頭に言いましたように、教

育に金を使うことは町民も恐らく、それはやめとけとは言いませんけども、この１７

年間で１億８，０００万円何がしの金を使っていることや。もちろん、それで４１７

名の方が海外へ行ったということで、今、教育長が言うのに、英語教育は海外研修と

いう話も、それは実際に学校で教えるし、海外研修したからといって英語がペラペラ

になるわけでもないし。そうですね。そういうことで、ですけども、これやめとは言

いませんのやけどもね、問題は選考して、９人に１人しか行けないんよ。中学生が対

象者の。漏れた方が、うちの子を行かせてやってほしかったんやという声、それはあ

ります。とはいって、私は行きたくない、僕は行きたないよという家もあるし、予算

的にも、自己負担も若干、１０万円ほど要るんかな、要るので、そんな金もうちよう

出さんということで、子どもを犠牲にしている家もあります。ということで、ここら、

もう少し、選考で３０名だけを行かせるとなってくると、以前みたいに抽せんで決め

たらええんか、これもまたいろいろあろうかと思うんですね。そこら、もう一度、掘

り下げて。でないと、毎年、ことしも１，４００万円使いましたね。これが果たして

今後、ずっと使っていく、これは悪いことじゃないよ。 

   それも大事やけども、特に、ＡＳＥＡＮ国、そして、まず日韓、日中の問題、これ

は大人があれば、以前の戦争のこともあるだろうし、いろんなことがあるけど、全く

白紙の状態の、これからの子どもたち、特に中学生、高校生ですね。ここらの子ども

らがこれからの友好のきずなを開いていくというのは、ただ、今、教育長が言いまし

たよね。ホームステイで各家庭で泊まって、それも大事。しかし、私は泊まって云々

じゃなしに、日帰りでも、１泊でも、清水の施設に泊まってもらう、また、この辺の

民間のところへでも泊まってもらうというようなことでも構わんさけに、とにかく

大々的な、大げさなことをしなくても、やっぱり中国と韓国との、これは日本の歴史

というのは中国、韓国、のいたら歴史は語られませんよ。日本の文化というのは全部、

あそこから移ってきたんやから。そういうのことを、我々は中国、韓国の今までの影

響があって今日の日本があるんやという、そこらもいろいろ交流の場でやっていけば、

ぐっと親密感がわいてくると思うんです。私はそういう海外研修をやっていただきた

いなと思うんです。 

   そして、もう１個、お聞きするんですけど、先ほど言ったように、１２５年間か、

１２０年か、それは私は定かではありませんけど、今日までトルコが日本の海難事故、

海難事故は海難事故ですわ。それはどこでも難破したりはします。助けます。ただ、

その中で、そういう真心があったからこそ、先ほど私が言ったように、我々は記憶が

ありますよ、フセインという大統領はすごかった。やることはめちゃくちゃなことを

やった。そのときに、日本大使館にトルコも隣国であるんで、イラク、イランとか、
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あそこへ大勢人が住んであったんで、それを撤去させると言ったときに、自国民を犠

牲というんじゃないですけど、置いといて、日本人を救出すると、映画の場面にも出

てきますね。あれは果たして１００％映画やさけ、私はわかりませんけど、しかしこ

れは事実に基づいた映画であるんで、果たして今の日本だったら、日本国民を置いて

おいて、外国の人を救出するとなってきたら、おまえ何やと。もちろん時の政府、総

理大臣から始まって袋だたきにあうと思うんです。それをあえてやったということを

私はすごいと思うんですわ。 

   私はここで聞きたいんやけど、エルトゥールル号のことは我々も知っています。向

こうは書いている。また、つけ加えて、日本人の真心ということを書いてくれていま

す。これ、今の日本の教科書の中で、エルトゥールル号のこと、そしてもう１個言い

たいのは、イラク・イラン戦争のときに日本の自衛隊も出すと言ったら、法律ではあ

かんということでペケだったんですね。どうしても海外へ助けにいこうと思ったら、

民間は飛べません。日本航空へ政府から頼んだ。しかし、日本航空も命の保障をせん

限りは、そんなもん、うちは飛ばせられませんということでキャンセルになった。に

っちもさっちも行かんときに、真心を持って、日本人、先帰れと。トルコ人は置いと

くから、先、いねということで、そんなこと教科書に書いていますか。僕は書いてい

るのか書いてないか知らんけど、その点も一遍。教科書は選定しますよね、そういう

教科書を、よその県は別としても、和歌山県は地元のことやから、こういうことが載

っている教科書を、私は選定してやってほしいんや。なるほどなということ。ひょっ

としたら載っていないん違うかなと。載っていない教科書も、私はあるんじゃないか

なと思うんですけど。特に、エルトゥールル号のことは載ってあっても、日本が救出

されたというようなことが載っていない教科書がひょっとしたらあるんかもわからん。

そこらも今後、教科書の選定については一遍細かく目を通してやっていただきたいな

と思います。 

   それと、１２名、海外研修に行った方が、うちの職員になったということは、これ

は非常に確率が高いですね。もちろん、いろいろ研修をやってきたから、すぐれてい

るから採用されていると思うんやけど、年間のうちの職員数からいうたら、今まで１

２名の海外研修行っちゃる人皆採用しちゃるということは、物すごい確率が高い、そ

れは決して悪いということじゃないんですよ。けれども、確率が高いと。ええ意味で

とったら、知識、教養、語学、それを身につけたということに、私は今の時点ではそ

ういうように解釈しときます。 

   それと、後で、３回目にも質問しますので、山なんですけど、町長が答弁したとお

りです。名前、町長、執行部の手腕やと思うんや。今、一番高い山は１，２６１メー

トルの、有田川町と日高川町と田辺市と言うたな。この３点のところにあんねん。う

ちの３分の１しかないんやな。ところが、日高川町にも田辺市にも、この山より高い

山はあんのよ。日高川町にも、有田川町を抜いている高い山がある。田辺市にもある。
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それだったら、一遍、決めるときやで、どうせ、決めんなんと思う。おまえとこ、高

い山あんねんけよ、うち独自でできたら、地元のこと。例えばの話、あそこは湯川地

区やな。上湯川の地区や。湯川岳でもしてくれ、これはあくまで僕がちょっと言うた

ことやけど、湯川岳にでもしてくれよ。できたら、地元の昔から親しんであるけ、う

ちの名前で決めさせてくれたらどうかのって。それでもあかんとなったら、全国公募

せなしゃあないわ。せなしゃあないけど、そういうことも含めて、一遍、できたらね。 

   私も山が好きで今までちょこちょこ行ったけど、この秋の紅葉は見ていませんけど

ね、この１０月の中ごろ、あそこへ登ったら感動すると思うわ。なぜかといったら、

植林がないよの。皆、雑木。それで紅葉のブナや、ああいうのばっかりや。恐らく、

部長も課長も行ってくれたから、わかると思うんですけど、あれは時期のときに行っ

たら最高の、そりゃ奈良の天川村の紅葉がええとか言うけど、僕はあそこのあれ、来

年は必ず行きたいと思ってんねんけど、恐らくぐっとくるものがあると思う。それと

同時に、一遍、頂上へ乗ってごらん。３６０度のパノラマや。前に遮るものが何にも

ない。そりゃ、絶景の場所やと思う。それがうちの有田川町の一番高い山や。 

   町長ね、来年、早よ決めとかなんだらね、山の日、国民の祝日になりますわね。大

人でも、子どもはもちろん、有田川町で一番高い山はどこよと。生石山かな、護摩山、

違うか。皆、勝手なことを言うてるんやけどね、実際、ここや。さあと言っても、山

ないで。名前ついてないんよ。ほいたら、名前をつけたらええわいしょと必ず子ども

は言うと思うわ。ぜひとも、命名してください。そして、できたら地元の、清水のあ

の辺の、いわれのあるような名前をしてくれたら一番、心の中ではそう思ってんねん

けど。それは、ひとつぜひとも、そのように動けるんだったら動いてください。 

   ２回目はこれで終わらせていただきます。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   お答えしたいと思います。 

   佐々木議員さん、この海外研修については、元の吉備町中からの、行き出したいき

さつという、古い歴史があります。簡単にやめるわけにはいかんのかなという考えで

いていますけれども、今、オーストラリアへ行かせているというのは、僕も２回ほど

行ったことがあるんですけど、非常に治安がすばらしく安定しているということと、

向こうとこっちとちょうど違うんで、休みがダブらないということで、向こうが休み

のとき、こっちの学校はやっている。こっちの学校が休みのとき、向こうがやってい

るという条件で、ちょうど交流するのがええんかなということで、選定を今までずっ

としてきました。 

   また、教育長が言ったように、今後、検討課題ということで考えますけれども、今

の中国、韓国の情勢からいって、実はうちも中国の貴渓市と友好提携を結んでいます
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けれども、一切、政府間の、行政間の交流というのは今のところ全く途絶えておりま

す。そういう事情もあるので、今後の検討課題にさせていただきたいなと思います。 

   それから、山の日、さっき言ったように、３つのほかの、田辺と日高川とも協力し

てもらわなんだら、国土地理院の地図に載せられないということがあるんで、地元だ

けで、地元の広報へ湯川岳って名前をつけて載せるというのは、僕は簡単に載せられ

ると思います。ただ、全国的な国土地理院の地図へ載せようと思えば、そういう条件

がありますんで、また一遍、山の日、来年度までに間に合うか間に合わんかわかりま

せんけれども、一回、作業だけはしっかりと進めていきたいなと思います。 

○議長（中山 進） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   佐々木議員にお答えしたいと思います。 

   オーストラリア研修が始まったいきさつについては、今、町長からありました。そ

して、これは社会教育の一環として実施しているものであります。学校教育の一環で

やると、これは全員ということになって、それは現実的ではないと考えておるところ

でございます。むしろ、社会教育の一環で行くほうがいいんじゃないかなと思ってお

るところでございます。 

   また、自己負担の件ですけども、これも昔は一括していただいておりました。負担

額が大きいということで、分割して負担していただいておるということになっており

ます。 

   そして、また近隣諸国との友好関係ですけれども、やはり今、町長からもありまし

たが、休暇が重複しない。北半球のほとんどが重複してしまうんですね。南半球はち

ょっと違うんです。その辺もあります。そして、一番大事なことは子どもたちの安全

ということが優先されると思います。そして、また教育効果、ある国へ行って、１泊、

２泊して帰ってくるということも提案されましたが、なかなかこれは教育効果という

ことについては低いんじゃないかな、そういうふうに考えておるところでございます。

いずれにしろ、検討していきたいなと思っているところでございます。 

   また、教科書の件ですけども、日本の教科書というのは文科省の検定というのがご

ざいまして、その検定に通ったものしか使えません。そこでエルトゥールル号の件で

すけども、私はちょっと覚えがないんですけども、そこが載せていない限り、使うわ

けにいきませんので、その辺で御理解願いたいと、そういうふうに思います。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   ７番、佐々木裕哲君。 

○７番（佐々木裕哲） 

   ３回目の質問であります。 
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   まず、教科書の問題ですけど、載っていないと言ったでしょう。ちょっと同僚議員

にいろいろ聞いてみますと、私もいろいろ調べておるんですけども、事実、載ってい

る教科書があるそうです。できれば、そういう教科書を採用してください。それだけ、

言うておきます。 

   それと、オーストラリアへ行くこと、悪いんじゃないんやけど、オーストラリアへ

行けない子どもたちを、そこが問題よ。今、学校教育じゃない、社会教育の一環やと

言うけど、町民からいえば、学校教育も教育関係かんじゃんのやけね、社会教育やら、

学校教育やら、そんなんいっこも垣根ら関係ない、わからんと思うんよ。行けない子

どもたちのこと、事実、９人に１人しか行けないんやで。有田川町全体で３０人しか

行けんのよ。ここや問題は。行けなんだ子らに、父兄としてはそんな大きな金を使う

んだったら、みんなで生徒が何ぞできる、別に泊まって云々というんじゃないんよ。

向こうから来てもらってじゃなくて、もっと海外交流するんであっても、いろいろな

アイデアでできるのをしたらどうなというのが父兄の意見よ。そりゃ、こっち行きゃ、

こっちというのがいろいろ意見があろうかと思うんですけど、問題は中学生、対象者

３０人しか行けんと、あとの子どものことは一体どうするんよと。もうそれでええん

かと。行けなんだ者はしゃあないんかいと。そこなのよ。それは一遍、今は答えは出

ないと思いますけど、今後、動きをずっと見てみますので、私が議員である限り、時

たま、動きを聞かせていただきますので、これはこれで置いておきます。 

   それと、山の件はいろいろあるんですけど、ぜひとも命名しましょう。有田川町の

一番高い山は何々山やというようにやってください。もう答弁は結構ですので、ひと

つよろしくお願いしておきます。 

   最後に、この質問に対しまして担当部長、課長、わざわざ２回も行ってくれた方も

あるし、自分が休みの日でも、一遍どんなところか見てくらよということで、そこま

で行ってくれた方もございますので、本当にいろいろこの質問に対しまして、皆さん

方に協力していただいたことにお礼だけ申し上げておきます。 

   私の質問はこれで終わります。どうもありがとうございました。 

○議長（中山 進） 

   以上で佐々木裕哲君の一般質問を終わります。 

……………通告順２番 ６番（殿井 堯）…………… 

○議長（中山 進） 

   続いて、６番、殿井堯君の一般質問を許可します。 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   ただいま、議長の許可をいただきましたので、一般質問に入らせていただきます。 

   きょうの質問事項は２問提出していますが、１問目はこのごろ有田川町職員並びに

関係の事業、これの問題が多過ぎるということで質問させてもらいます。 
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   ２問目は、今回、５年間の契約を終わりまして、清水の指定管理、再契約というこ

とについても町長にお伺いしたいと思います。 

   当議会の最初の４月に町長の辞令が出まして、６月の一般質問でこの議会へ出てく

れている担当課長、部長に意気込みを問うということで質問させてもらいました。合

併１０年目において、こういうことこれからやっていこうやないかということで、大

変魅力のある答えも聞かせていただいておりますが、昨今、６月から１２月までの議

会中にもいろいろと新聞紙上をにぎわせている各問題点が大変多いということなんで

す。まして、一番かたい部署である教育関係もそこそこ、そういういろんな新聞紙上

に載るようなことが起きております。少し、合併１０年目において、意気込みを問う

についての意気込みが各部署に薄らいできたかなと。そういう関係で、いろいろ問題

点が起きているんじゃないかという質問を１問目にやらせてもらうんですけども、１

問目の質問にとっては個人的なこともありますので、どの事件がどうの、この件につ

いてどうのということはお聞きしません。ただ、ちょっと気を緩めているんで、町長、

今回、そういう件について、いかがな考えを持っているんか、いかがな今後の対策を

とっているのか。まして、その事件が起きたときに、普通の体制をとっていれば、大

きな問題にならんと、気の毒な話もあると思います。そのとき、町として、まして今、

こういう前の議員の何に採用のこともありましたけど、採用したての職員は、そうい

う事故が起きたときにおろおろして、前後がわからんようになる、そういう事件とか、

そういう何があったと思いますけども、そのときにまずどういうふうにしろと、まず、

そういうときはその場からどこの部署、自分の部署もったら、どこの関係部署へ先に

連絡せえということの含みをやっぱり朝礼でもなされていたら、こういう深みにはま

ったそういう何はないと思います。ただ、助ける、手を伸ばしてあげるときには、そ

の不幸事故にはすぐ訴えて、こんなえらいことしてしもうたよ、どないしようという

ときには、そこの部署へ連絡して、関係部署が対処するということにしておいたら、

結局、軽いことを重たいことにするということがなくなっているのんじゃないかと、

そこらの配慮が必要だと思います。 

   事故じゃない、事件じゃないんですけども、ある年寄りが一生懸命歩きながら役所

へ来たと。電話を貸してほしいと。用事が済んで、電話を貸してほしいということを

聞いて、町の規約というのが、町の電話を使ってもらったら困る。あそこの公衆電話

まで行ったら電話があるさかい、行ってくれたらええという話も昔、ちょっと聞いた

ことがあるんでね。そのときに要領のええ人がいてれば、いや、そうじゃない、ほな

僕の携帯を使えよと言って、わざわざ足を引きずりもて、その公衆電話まで行かんで

も、そういう柔軟的な対策というんですか、そういうことも今後、町長に考えていた

だいて、またそういう不祥事が起きたときには、なるべくなら町としてもすぐ対処で

きるような体制、また町に相談したらすぐ何とかしてもらえるという体制を、やっぱ

り朝礼でも若い子なんかに教えておいたら、余分なことを起こさんでも、その場で対
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処できるんじゃないかということで、町長の御意見をいただきたい。 

   ２問目として、清水の指定管理についてです。清水って指定管理について、なかな

か難しい問題があると思います。でも、指定管理を今度、５年契約で今の指定管理に

ついての施設に出して指定管理をするんでしたら、今度、指定管理の理事長もかわら

れるということを聞いているんで、それの援護射撃というんですか、やっぱり赤字を

出してでも経営に対して難問的なものがあってでも、その地域にとっては必要な施設

もあります。だから、赤字やどうこう、難問的な施設やからということで、放れやん

事情も我が町にはあります。まして、清水自体が今、停滞、人口も減り、産業も減り、

一番頼りにしている木材関係もどうにもならん。そういうふうになれば、我々、役所

としても、議員としても、何とか活性せんと、そのまま見逃して、放っておくという

ことはできない。 

   今回、契約事項で５年契約を新たにするんでしたら、まず、今、指定管理を受けて

いる施設、もう５年契約した中ごろに、その施設が障害が起きるというふうなことで

あっても、その施設自体は町の建物です。運営で昨今、１，５００万円、平成２７年

度から５００万円上乗せして、２，０００万円、ただ指定管理が２カ所減っているの

で、１，９９０万円という援用的な援助もしております。しかし、建物は町の建物で

あったら、具体的に名を挙げて言わせてもらったら、まず一番今難色をしている温泉

２つです。この２つの赤字は１，０００万円を超えています。でも、地域的に必要性

がある。今、清水自体にこの２つの温泉を取り上げてしまったら、やっぱり住民的に

も、今後の観光的にも清水の火は消えてしまうという問題もあります。ただ、その２

つに対して、町の施設であれば、仮に５年契約の途中で２年、平成２９年ごろ、平成

３０年ごろになって、施設自体がそういうふうな状況になった場合には、町として、

町の施設であれば、どのように援助していくか。どのように復興させていくかの町長

の所見をいただきたいと思いますので、１問目の質問は終わらせていただきます。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   それでは、殿井議員さんの質問にお答えさせていただきたいと思います。 

   平成１８年１月に合併して、ことしの８月に１０周年の記念行事を行うことができ

ました。これもひとえに議員の皆さん初め、多くの町民の方々の御協力のたまものと

深く感謝を申し上げる次第であります。おかげをもちまして、新町まちづくり計画に

あります数々の事業を実施することができました。 

   しかしながら、この１０年間の間に、議員がおっしゃるとおり、職員のさまざまな

不祥事が発生しており、まことに申しわけないなと思っています。１０年間で７件の

事件が発生しております。公務員に対する住民の目が大変厳しくなっている中で、１

人の職員の不祥事が公務員への信用を失墜させ、ひいては地方行政全体への信頼も損
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ねかねないものであります。職員１人が職務遂行中はもとより、公務外においても全

体の奉仕者であるということを改めて自覚することが必要であると思います。不祥事

が発生するたびに、地方公務員法、町職員服務規程、町職員の倫理規定及び職員の懲

戒処分の基準に関する指針を職員に示しながら、法及び規定などを厳守するように命

じているところでありますけれども、残念ながら不祥事の根絶には至っていない状況

にあります。 

   今後におきましては、従来の綱紀粛正の取り組みが本当に適切であったのか、また

事件を起こしやすい土壌がなかったのかなどを、より一層厳しくチェックし、チェッ

ク体制の見直しや、管理監督者の研修強化など、不祥事防止対策を組織全体において

講じてまいりたいと思います。 

   続きまして、清水ふるさと開発公社の再契約についてでありますけれども、議員、

ふるさと開発公社については本当に温かい目で御理解をいただいていることに心から

感謝を申し上げたいと思います。基本協定は、協定が満了することになって、また来

年の４月に新たに指定管理を行うんですけれども、ふるさと開発公社より引き続き、

指定管理者の指定を受けたいとの申請書が、去る１０月２６日付で提出されましたの

で、有田川町公の施設における指定管理者の指定の手続に関する条例、第２条第１項

第３号の規定に基づき、ふるさと開発公社を選定したところであります。 

   皆さん、既に御存じかと思いますけれども、ここでふるさと開発公社について少し

説明をさせていただきたいと思います。ふるさと開発公社は平成３年１１月１日に次

の目的をもって設立してございます。その目的は、地域の活性化を図るため、まちづ

くりの拠点施設の公営的利用及び効率的な運営を行いつつ、町内に賦存する豊かな地

域資源を活用した新しい産業を創出するとともに、地域のコミュニティ活動と町民と

都市生活者等の交流活動を推進し、もって地域福祉の向上及び振興に寄与することと

なっています。 

   これも、できた当初は、この目的に沿って、十分目的を果たす施設であったんです

けれども、近年、観光業者とかそういうのが、観光に来てくれる人も非常に減って、

非常に今、苦しい経営に立ち入っていることも事実であります。おっしゃるとおり、

ここの施設には温泉が２カ所あって、その温泉については本当にすごい赤字を出して

いるというのは現状でありますけれども、今まで見てきますと、年間に地元で何億円

という賄い材料も調達していますし、ある程度の経済効果は今でもあるのかなという

考えを持っています。ただ、そういう考えを持っていますけれども、これから、また、

おっしゃるとおり、特に二川温泉は老朽化が非常に進んできております。今度は、新

しい理事長さんにもかわられたと聞いておりますので、まだお会いしていませんけれ

ども、一遍、またその理事長さんともお話をする中で今後の方策を考えていきたいな

と思っています。 

   いずれにしても、清水地域は本当に雇用の場というのが少ないのが現状であります。
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今、坂口アルミさんとまあ１個、粟生の清水プラント、これは、ねじの会社ですけれ

ども、大きな会社はこれ２つと、その次は、ふるさと開発公社が雇用の場かと考えて

おりますので、そういうことを今後、考えながら、また新しい理事長さんと１回、年

内に早急にお会いさせていただいて、今後の方針を決めていきたいなと思っておりま

す。 

○議長（中山 進） 

   ほかに補足説明はありませんか。 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   最初の質問なんで、どの事件がどうの、この事件がどうのということは差し控えさ

せていただきます。ただ、１点だけ気になったのが、事故関係なんです。事故関係で、

どっちが悪い、こっちが悪いという問題じゃなしに、年が若い。だから、どないして

ええやらわからん、事故が発生したときに。そのときに平生、朝礼するときにでも、

もし万が一こういうことが起きたらすぐにここへ連絡してこいよと。そういう安心感、

平生からそういう判断のできない、まだほんまの新入職員がそういうときにおろおろ

してしもて、別の行動に走ってしまうと。だから、事故自体は起こさんほうがいいん

ですよ。ただし、そういうときに的確な判断をしていけば、やっぱりまだ救える余地

のある、どっち、こっちが悪いとかそういうんじゃなしに、救える余地がある、そう

いう徹底した、この議会へ出てきてくれている部長、課長に平生からそういうことが

起きたら、こうしろよというそういう助けの線というんですか、そういうのがあれば、

やっぱりそのときにとっさにおろおろしているときに、一遍、課長へ連絡してみよう、

部長に連絡してみようって、そういう平生からコミュニケーションをとっていれば、

その次の犯罪を防げるということなんです。だから、そういう点を十分に考慮しても

らって、６月の議会に一般質問させてもらったときに、意気込みを聞かせてもらって

いるんだから、そういう細かいことをやっぱり考慮してあげて、やってほしい。この

質問の答弁はもう結構です。だから、そういうことを平生から朝の朝礼、皆、各課で

やっているんやから、そのときにすぐ、こんなん言うてくれているさかい、ここへ電

話しようという温かいコミュニケーションを職員と、関係事業ととっていってくれた

ら、また後で不意にどうのこうのということがなくなるんでね。やっぱり助けてあげ

られるところは助けてあげやんと、せっかく若い子が有田川町へ来てくれて、即、ど

うのこうのということは、我々も聞き苦しい。まして、そういう関係で相手側からも

そういうことを罪にならんようにしてあげてくれという温かい気持ちがあるんやから、

やっぱり我が部下であったら、ここに座っている部長、課長さんがそういうときにわ

しのところへすぐ言うてこいよと、そういう、朝に一言、言ってあげたら助けられる

んと違うかなということで、１問目の質問は終わらせていただきます。この答弁は結

構です。 
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   次に、一番問題は清水の問題なんですけども、この間、産業建設住民常任委員会で

建設環境部長、産業振興部長と一緒に研修に行かせてもらいました。そのときに三次、

２１、広島県の。ここの施設を見学させてもらったんですけども、年の寄った昔の村

長さんが経営をやられて、必死になってしているということをお聞きして、感銘を受

けたんですけども、それも当初の初日の議会で一応発表させてもらいました。だから、

決して生ぬるい理由で全てを何させたらいかん。やっぱりやる限りは経営者としてで

も、手腕をもうて、赤字を出さんような施設にする。また、そのように町も積極的に

入って、指定管理の担当と一生懸命に話して、何とかやらないかんということをやっ

てもらわんと、この２１なんか全く偉い人が給料をとらんと、とにかく赤字出さんと、

５％の配当を出している。そりゃ、もう晩になっても帰らんと、一生懸命に開発、開

発と、一生懸命何とかせないかんということで頑張っている。 

   ただ、うちの場合は、ちょっと今までの傾向を聞かせてもらうと、指定管理自身が

３時にオーダーストップとか。個人の店でオーダーストップを３時にやって、晩御飯

を食べにきて、オーダーストップしていますよって、そういう施設の意気込みという

のはいかがなものかと思うんで、この際に理事長もかわられたということで、これは

もう答弁は部長、結構なんで、やっぱり部長と理事長と今後、一番大事なコミュニケ

ーションをとらんと、はっきりいうて、今の現状で町の施設や、町が何とかするやろ

と、赤字を出しても町が補填してくれるやろうと、補助金をくれるやろうと、そうい

う甘い考えで臨まれたら、我々、入れがいがないということです。だから、その施設

に対して、今、町長の答弁にもありましたけども、やっぱりある程度、町がバックア

ップするかわりに、そのたたいた太鼓の音が響いてくる。この前、産業まつりで太鼓

をたたいていましたね。あの太鼓が響いてこそ、我々の耳に入ってくるんです。だか

ら、相思相愛、持ちつ持たれつ、補助金を出したら、それでええわじゃなしに、向こ

うも補助金もらったらそれでええわじゃなしに。そうせんと、土壇場まで来ていると

いう意識を持って、この開発公社を立て直しにかからんと、清水の火は消えますよ。

だから、そこらの意気込みを今後、どうするか、どう対策をとるか。ただしまだ現実

に、二川温泉、しみず温泉健康館、これに対して１，０００万円ほどの赤字が出てい

ると。それに対してどうするか。どういう対策を今後、持って、臨んでいくか。それ

と、施設が老朽化した場合に、施設をどうして、どのような対策で今後乗り切るか、

町長の答弁をいただきたいと思います。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   お答えしたいと思います。 

   職員の不祥事については、おっしゃるとおり、何かこっちにも甘いところがあった

んかなということで反省もしていますし、本当にかわいそうなことをしたなと。多分、
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若いんで動転したんと違うかなという考えを持っています。今後、いろんな相談しな

がら、対応を見ていきたいなと思っています。 

   それから、開発公社でありますけれども、職員がさぼっているという感じはないん

です。一生懸命にやってくれているんやけど赤字が出るというのが現状であります。

特に、聞くところによりますと、二川温泉、昼の御飯もやっていないという状況だそ

うです。さっき言ったように、今度は新しい理事長さんもやる気があるんで、恐らく

こういう火中のクリを拾いに入ってくれたんだと思います。再度、この方とゆっくり

話をしながら、二川温泉の問題、それから清水温泉の問題について討論していきたい

なと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（中山 進） 

   ６番、殿井堯君。 

○６番（殿井 堯） 

   最後の質問になりますけど、答弁は結構です。 

   ただ、清水地域、ふるさと開発関係の清水地域というのは、袋小路。そこから向こ

うへまだ抜けていません。それを抜けるように、高野山へ抜けるように一生懸命に町

も県も骨を折っていただいているとは思います。だから、清水単独のそういう事業に

対して、そこでしかない。ただ通り道で寄っちゃげようか、買うちゃげようかという

ことがない。ここらの難問もあります。いろいろあると思いますけど、清水というの

は、木材関係、木材センターはようよう、どうやのこうやのということなく、ある程

度の実績を出してくれています。 

   また、今後、その実績に上乗せして、地元の木材。聞くところによると地元の木材

が、まだほんまに２０％、３０％しか入っていない。そりゃ、経営がよなれば、地元

の木材もどんどん入れて対応できる。この件はずっと路線というか、レールへ乗って

いると思うんで、これからそういう面ができつつあると思いますので、まず、職員さ

ん、ここへ出てきてはる部長、立石さん。ふんどし締め直して、性根を入れてやらん

と、なかなかこの問題というのは思っている線まで行こうと思ったら、並の努力じゃ

来ません。だから、町ばっかり努力しても、相手も努力してもらわないかんというこ

とで、まず現地へとにかく話をしに入ると。それで、理事長さんなら理事長さん、役

員さんなら役員さんに話をして、どうするこうするという具体案をとると。だから、

黒字にはなかなかなりません、この施設は。そりゃ、もうそういう施設なんで。だか

ら、いかに赤字を少なくして、その水準まで上げてもらうと。ただ、不必要な施設は

どこにもないと思います。赤字であっても、その地域にとったら一番大事な施設やと

いう施設もあると思いますので、今後、総力を挙げて、こっちも向こうもですよ。総

力を挙げて話し合う機会が多いような場を持って、産業建設住民常任委員会という委

員会もあるんですから、それをフルに使って、また町長、副町長に陳情して、ここは

どうする、こうするって。潰すことはユンボを持っていってとんとやったら潰れます。
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その施設を建てるということはなかなか難しい。まして経営状態で黒字に持っていく

というような手腕があるんでしたら、一生懸命にこれから頑張っていってもらって、

いい方向へ向いてもらうようによろしくお願いしておきます。これで質問を終わらせ

ていただきます。 

○議長（中山 進） 

   答弁はよろしいですか。 

○６番（殿井 堯） 

   はい、結構です。 

○議長（中山 進） 

   以上で殿井堯君の一般質問を終わります。 

   暫時休憩します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １０時４４分 

再開 １１時００分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中山 進） 

   再開いたします。 

   一般質問を続けます。 

……………通告順３番 ３番（辻岡俊明）…………… 

○議長（中山 進） 

   続いて、３番、辻岡俊明君の一般質問を許可します。 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   ただいま議長より、発言の許可が下りましたので質問させていただきます。 

   今回の私の質問は２件であります。まず１件目、小中学校でのいじめ認知件数につ

いてであります。文部科学省は１０月２７日、全国小中高校などでのいじめに関する

２０１４年度の調査結果を発表し、いじめ防止対策推進法で定められた、いじめ被害

者の自殺や長期間の不登校などの重大事態が１５６件あったことを明らかにしました。 

   そして、いじめの認知件数は前年度より２，２５４件多い１８万８，０５７件であ

ったことを公表しました。認知件数のうち小学校が１２万２，７２１件と、１９８５

年度の調査開始以来、最多となり、中学校は５万２，９６９件で、２，２７９件の減、

高校は１万１，４０４件で、３６５件の増でありました。都道府県別では児童、生徒

１，０００人当たり、最も多いのは８５．４件の京都府で、最も少ないのは２．８件

の佐賀県で、京都府は佐賀県の３０．５倍となりました。我が和歌山県は児童、生徒

１，０００人当たり３３．８件であり、全国平均１３．７件より多く、近畿２府４県

では京都に次ぐ多さとなっています。 
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   これらの数字は岩手県矢巾町でいじめを受けていた中学生が７月に自殺したと見ら

れる問題を受けて、文部科学省が異例の再調査を全国に指示して上がってきた数字で、

６月末時点より全体で３万件以上増加し、前出の１８万８，０５７件となりました。 

   和歌山県でも再調査した結果、約２割増加して、３，６９２件となり、国立、私立

を含めると３，７０７件で、全国１４位の数字となります。ただ、１０月末現在、３，

６３３件が解決済みで、解決済みの割合は全国で２番目に高い９８．０％であります。

このいじめ認知件数は数字だけ見るとびっくりしますが、見方を変えると、学校のい

じめに対する取り組み姿勢をあらわす数値と見ることもできます。要は、認知してか

ら、いかに速やかに１００％解決済みとしたかであります。 

   そこで教育長にお聞きします。２０１４年度の有田川町のいじめ認知件数は管内小

学校は合計何件で、管内中学校は合計何件でしたか。そして、解決済みの割合は何％

ですか。 

   続いて、２件目の質問です。電力自由化の対応について質問します。日本には北か

ら北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四

国電力、九州電力、そして沖縄電力の電力１０社があり、各地域での電力販売を独占

してきました。電気料金は電力会社と政府のやりとりで価格が決まる、総括原価方式

を採用しており、世界的には料金が高い状況にあります。諸外国、特にヨーロッパ諸

国では１９８７年以来、たび重なる電力制度改革により電力自由化が進み、安値安定

供給が実現しています。日本では２０１１年３月１１日の東日本大震災を契機として、

電力の安定供給、電気料金の抑制、電力会社の選択肢の拡大を目的として、大幅な規

制改革が行われつつあります。そして、いよいよ来年４月から日本でも電力の全面自

由化が実施される運びとなりました。うまく利用すれば、電気料金を５％から１５％

節約できるというヨーロッパ諸国の例もあります。 

   そこで、町長及び担当部長に、有田川町は電力自由化に対してどのような対応を考

えているのかをお聞きします。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   それでは、辻岡議員さんの質問にお答えしたいと思います。 

   私のほうからは２つ目の電力自由化の対応についてお答えさせていただきます。今

まではずっと関西電力さんにこの地域、もちろん役場もお世話にずっとなってきまし

た。議員おっしゃるように、電力事業制度の改革によって２０００年以降、電力の小

売りは部分的に自由化されてきました。そして、２０１６年、来年４月からは全面自

由化となります。さらに２０２０年４月からは送配電部門の法的分離や料金規制が撤

廃され、競争的な市場環境が実現されることになっています。経済産業省、自然エネ
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ルギー庁が２０１５年１１月に発表した、電力の小売り全面自由化の概要によれば、

東北地方のある自治体の電気代削減事例では、契約電力、年間使用電力量などにより

入札したところ、新規参入した電力会社のほうが、東北電力株式会社よりも約９．

１％低い落札価格になったと報告されております。このことから、今後は少しでも安

い電力を購買できるように、取り組んでいきたいと思います。 

   なお、私も詳しいことは知りませんけれども、いろんなメンテナンスの面とか、い

ろんな諸事情がこれからも出てくるんだろうと思います。この詳しいことについては

部長のほうから答弁をさせたいと思います。 

   なお、１つ目の質問につきましては、教育長より答弁をさせたいと思います。 

○議長（中山 進） 

   続いて、総務政策部長、林孝茂君。 

○総務政策部長（林 孝茂） 

   補足説明をさせていただきます。 

   現在、家庭向け低圧部分の電気料金の水準につきましては、国が規制しておりまし

て、住民の生活に大きな影響を与える電気料金の引き上げにつきましては、国がその

妥当性等につきまして、時間をかけて審議し、規制されておられます。 

   そして、来年４月から全面自由化されれば、企業努力の結果、一般的には電気料金

は安くなると見込まれてございます。先ほど町長の答弁にもございました報告事例で

は、約９．１％、電気料金を削減することができた東北の自治体の例がございます。

単純にその例を当町に置きかえますと、昨年度、町全体の電気料金は約２億３，５０

０万円でございました。ですから９．１％を掛けますと、２，１００万円程度の削減

につながる、単純計算ですが、計算となります。 

   一方、一昨日、関西電力の担当者の方に来ていただきまして、来年４月以降の自由

化について御説明を受けました。それによりますと、東日本大震災以降、電気料金に

つきましては２割程度アップしているということでございます。また、新規の電力会

社につきましては、携帯電話あるいは石油、外食産業など異業種サービスとセットと

して契約することにより、低料金で参入してくるということでございました。関西電

力さんのお話を聞きますと、関西電力としては今後、エネルギーのマネジメント、あ

るいはアフターサービスの充実、さらには新しいサービスとして暮らしのサポート事

業なども展開することによって対応していくという説明でございました。 

   そして、実際に電力の自由化を実施しておりますイギリスやドイツの電気料金では、

現在のところ上昇しているというような報告もございます。今回の自由化により新規

参入している小売り電気業者は、この１１月２４日現在では６６社と聞いてございま

す。この各社の料金設定など詳しい内容を検討していきながら、電気料金の削減に向

けて今後、取り組んでまいりたいと思います。 

   以上でございます。 
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○議長（中山 進） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   辻岡議員さんにお答えいたします。 

   いじめの認知件数についてのお尋ねでございます。平成２６年度いじめ認知件数に

つきましては、小学校はゼロ件、中学校で３件、また解決済みの割合は１００％でご

ざいます。 

   なお、いじめに対する学校現場の対応としては、児童、生徒に対する年間２回から

３回のいじめに関するアンケートを実施しております。それだけでは全ての把握がで

きるものではなく、日ごろの見守りはもとより、定期的に面談や生活ノート等からも

情報を得ているところでございます。 

   また、教職員間でも児童、生徒の情報の共有に努め、チームで実態をつかめるよう、

努力しているところであります。 

   また、いじめが認知された場合は、双方の事実確認の後、謝罪の場を設け、被害児

童、生徒については安心できるように見守りを強化し、加害児童、生徒についても保

護者の協力を得ながら健全な学校生活が送れるように指導していくところでございま

す。 

   以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   御答弁、ありがとうございました。 

   まず、電気料金の件でありますけど、私、節約という観点から質問させていただき

ました。全面自由化といっても電力分野では調べてみますと、発電部門とか送配電部

門とか、販売部門とか、大きく分けて３部門あるようで、今回は、町長の答弁にもあ

ったように、送配電部門は２０１８年度から２０２０年度をめどとして、完全別子会

社化して取り組んでいくという、そういうふうな方向にあります。だから、完全な自

由化ではないとは思っています。質問そのものは町の、先ほど部長からもありました

けど、町施設の電気代の総額は２億３，５２１万８，０００円、これだけかかってい

ます。これを少しでも節約して、そして余剰金をもっと別の有効なところに使ってほ

しい。そういう希望があるから質問したんであります。具体的に部長からも９．１％

が節約できたらという金額も出して説明してくれましたけど、私も先ほどヨーロッパ

の例で５％から１５％と言いましたけど、その数字でどのぐらい節約できるか、部長

と同じように数千万円という金額が節約できます。例えば、仮に５％であれば、１，

１７６万円ほど節約できることになり、ことしの一般会計の決算でいえば、ちょうど

地方特別交付金が１，０３８万円でありました。それよりちょっと上回る程度の金が
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浮いてくるかな。なかなかのお金。私、かつて区長をやっていましたんで、これだけ

の金を区長会のほうへ、各地区から上がってくる要望に使ってもらえたら、有田川町

内の各地区の要望はほとんど解消できるんではないかなとか、そんなことも個人的に

は思いました。 

   節約という観点から言いますと、私、３年前に奥地区の区長をやっていまして、奥

地区には街灯が現在８１基あります。そのうち、節約という観点から３年前から町の

補助を得てＬＥＤ化を進めてきました。現在、１５基あります。３年間で１５基。１

５基のうち、６基だけ町の補助を得て、町の補助は１基当たり１万５，０００円あり

ます。補助をいただいています。３年前は１基の本体の値段が１万８，０００円。そ

れプラス消費税、プラス工事費。だから２万円ちょっとかかりました。現在は幾らか。

本体はずんずん安くなってきまして、現在、１万３，０００円ほどです。それにプラ

ス消費税、プラス工事費。１万５，０００円程度で１本の街灯。だから、町の補助で

ちょうど１本が立つ、そんな計算になっています。今、２割近くＬＥＤ化できて、お

かげで区の電気代負担がわずかでありますけど、軽減化されてきています。ちょっと

言いますと、どこの地区もそうだと思いますけど、この会場もそうだと思いますけど、

照明は大体、蛍光灯ですね。街灯の場合、蛍光灯の場合はきっちりした、どんな計算

でするんかわからないけど、関西電力から送られてくる請求書ではじき出しますと、

月に１基当たり３００円、電気代が。ＬＥＤにしますと、月に半額になります。だか

ら、１基当たり１５０円の電気代。だから、蛍光灯は持って２年かな、２年で切れて、

交換しなくてはいけません。ところが、ＬＥＤは１０年は持つと言われています。だ

から、トータルすれば、電気屋さんの話では３年もたったら元をとるで。だからＬＥ

Ｄに変えたほうかよっぽど得ですよとよく言うてくれます。今、現在もそうやってＬ

ＥＤ化の方向で奥地区は進んでおります。希望としては、役場の補助金額、今は年間

２基分ぐらいですけど、それがちょっとでも多く３基分、４基分としていただけたら

ありがたいなと思っております。 

   ただ、先ほど言いましたように、電気料金の具体的な対応については今のところど

んな形になるか、私もわかりませんし、電力会社そのものもまだちょっとはっきりど

うなるんやろなという状況やと思います。だから、これ以上は質問は避けたいと思い

ますけど、節約という観点から、電気代だけではなくて、いろんな部分で節約してい

ってほしいなと思っております。 

   続いて、いじめの件でありますけど、この議場の中で紹介した言葉、重大事態とあ

ります。重大事態とはどういうことであるのかといったら、児童、生徒の問題行動調

査というのは１９８５年度から文部科学省が行っていて、毎年発表されています。も

う一度言います。児童、生徒の問題行動調査というのを毎年、各小中高に文科省が調

査を行います。それを集計して毎年、文科省が発表しています。その中でいじめの認

知件数も調査されている。その一部分を取り上げて質問させてもらったわけでありま
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す。その中の、特に問題なのは重大事態というやつであります。重大事態といったら

何かといったら、重大事態は６項目ほどあります。児童、生徒が自殺を機とした場合。

児童、生徒が重大な障害を負った場合。児童、生徒が金品に重大な被害をこうむった

場合。児童、生徒が精神性の疾患を発症した場合。児童、生徒が年間３０日以上の欠

席を余儀なくされている場合。児童、生徒の欠席が一定期間連続している場合で、学

校または教育委員会が重大事態と認識する場合。こういう６項目があります。先ほど

教育長の答弁では、小学校はいじめの認知件数はゼロ件、中学校は３件。全て解決済

みという答弁をいただいたんでありますけど、念のために重大事態はあったんですか、

なかったんですか。ちょっと御答弁をお願いします。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   電気料金の件なんですけども、有田川町トータルで２億円余り、支出からしたら、

非常に大きな金額になって、少しでも安くできるんであればそのほうが越したことは

ないということで、できるだけ早く入札に持っていけるように。まだまだ、ちょっと

来年度といったら、ちょっといろんなことを調べんなんことがあるので、無理かもわ

かりませんけれども、できるだけ早く入札にできるように持っていきたいなと思って

います。 

   それから、ＬＥＤについてはもう町も公の施設、何カ所か変えたところもあるし、

これからも変えていく予定であります。この前の新聞によりますと、もう何年か先に

は蛍光灯は生産停止と載っていまして、必然的にそれまでにはＬＥＤには変えていか

なあかんなという考えを持っていますので、できる範囲内でできるだけ多く変えられ

るように努力していきたいなと思います。 

○議長（中山 進） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   辻岡議員さんにお答え申し上げます。 

   先生の言われる重大事態の対処でございます。６項目、自殺、障害、金品、あるい

は精神、３０日以上、一定期間という６項目があるんですけども、平成２５年の９月

に制定された、いじめ防止対策推進法というのがございます。それに基づいて今、い

ろんないじめの内容、精査しているところでございますが、その５章にやはり重大事

態への対処ということで載っております。まず、設置者及び学校は事実関係を明確に

するということ。そして、いじめを受けた児童、生徒及び保護者に情報を提供すると

いうこと。そして、また地方公共団体の長に的確な報告をするということ。これが重

大事態への対処ということになっておるわけでございます。 

   先生、お尋ねの、本町では発生はしておりません。 
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   以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   ３番、辻岡俊明君。 

○３番（辻岡俊明） 

   ありがとうございました。 

   最後に、ちょっと紹介したいものがあります。先ほど質問の中でも、岩手県の矢巾

町での不幸な事件の紹介をしましたけど、先ほど、教育長がアンケートをとるだけで

はなくて、その後の生徒の見守りとか、生活ノートの点検とかおっしゃいましたけど、

岩手県矢巾町の問題は新聞でも大きく取り上げられて何しましたけど、皆さん御存じ

やと思いますけど、いわゆる生活記録ノートに、自殺した生徒は必死で同じクラスの

男子生徒４名ほどから毎日のように暴力を受け、苦しんでいる様子が書かれていたに

もかかわらず、担任がまともに応えることなしに、記事が新聞にちゃんと載っていま

したけれど、訴えている生徒と担任との会話がかみ合わないんですね。僕もかつて教

師をやっていましたから、教師であるから、ないからとは関係なしに、普通の人間と

して、この先生は何考えているんや。何でこんな問いにこんな答えを書くんやろか。

そんなん、みんなが思ったと思います。こういう教師がいてるんかなと、ある意味で

残念に思いました。 

   しかし、一番の問題は担任と生徒だけの問題ではなくて、クラスの中でやっぱり４

人の生徒が１人の生徒を毎日のようにいじめていた。そのことを周囲の生徒らも知っ

ていた。そのことをほかの先生らも薄々感じていたにもかかわらず、報告は重大事態

ではないし、いじめの報告もないし、そんな中で起こった事件であります。だから、

ある意味、学校というのは、いわゆる閉鎖社会、密室に近い。また、クラスは担任固

有の密室、そんな部分もあります。だから、できるだけ学校を開放して、みんなの目

に見えるようにということで、学校開放週間とかが設けられて、一般の人が自由に学

校を見学できる制度も今あるんでありますけど、やはり何となしに、私らも学校を離

れたら、学校の敷居が高いというのか、そんなものを感じて、気楽にそんなに行くこ

とはできません。そういう社会であります。そんな中で起こった事件。だから、そう

いう悪い情報がみんなのものになって、みんなの力で解決できる仕組みを有田川町の

教育委員会が中心になって支援していっていただきたいな、各学校を支援していって

いただきたいと思っています。 

   ちょっと今月、１２月１日の読売新聞にこんな記事があったんで紹介させていただ

きます。毎年行われている新聞コンクールの記事であります。日本新聞協会主催の新

聞コンクールがことしも行われて、和歌山市にある四箇郷北小学校の６年の女生徒が

奨励賞を受けました。この新聞コンクールというのは何かといったら、小学生、中学

生、高校生が新聞記事を読んで感じたことなどを文章にして、新聞社へ投稿する、そ

ういうものであります。しかし、これは１人だけでできるものではなくて、恐らくク
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ラス担任の先生がいろいろ助言しながら取り組んだことだと思います。彼女が取り組

んだのは何かといったら、これです。読売新聞の７月９日の朝刊に岩手中２自殺、学

校ＳＯＳを見逃す、こういうタイトルで読売新聞の記事になりました。その記事を読

んだ感想を感想文にしてそれで投稿したんですけど、きっかけをつくったのはやっぱ

り担任です。こんなコンクールがあるんやけどね、皆さん、新聞を読んで何しないと

か言って、そういう誘導があったんであります。その中で選ばれて奨励賞をいただい

た。それだけではなくて、クラスで取り組む、学校で取り組んだ結果、全体のものと

なりました。だから、結果的に四箇郷北小学校、学校としても優秀学校賞をとってお

ります。 

   だから、こういう学校にしてほしいな。悪いことがあったときに本当に何十人も先

生がいているのでありまして、１人でもいいから注目させて、それで生徒の意識を高

めて、みんなものにして、そういういじめを起こさせない土壌づくりをする。私、個

人的には大津事件があったときに、これも大津の中学生の自殺、これもテレビとか新

聞で大きく取り上げられましたけど、それはいじめの最終やと私自身は思っていまし

た。ところが残念なことに、その後も次から次と、特に小学生や中学生、高校生もと

きおりありますけど、最悪の自殺という形で終わる、そんな問題が本当に起こってい

ます。なぜ、あの大津の事件があったのに、各学校、どう取り組みをしたんやと個人

的に思います。あれだけ、朝から晩まで、ニュースといったら必ず、あの当時は大津

の事件が取り上げられていました。最後は、前も言いましたけど、教育長が余りにも

前面に出てこなかったので暴漢に襲われるという、そんなことまでありました。全国

の小中高校は全部注目して、うちではいじめのないようにとか思ったはずであります。

しかし具体的にこれといった取り組みがなされていなかったから、また次から次へと

出てくるんやと私は思っています。だから、そういう意味で四箇郷北のこの取り組み

はすばらしいなと。これは先生だけではなくて、生徒も同じ意識を持っていると思い

ます。いじめを許さない、そういう学校づくりに成功した例やと思います。それを評

価して新聞協会が優秀学校賞を授与したんやと思っています。別に賞までもらうよう

なことまでしなくてもいいけど、それを目指して有田川町でも学校経営をよろしくお

願いしたいと思います。 

   以上で質問を終わります。 

○議長（中山 進） 

   答弁はよろしいですか。 

○３番（辻岡俊明） 

   はい、結構です。 

○議長（中山 進） 

   以上で辻岡俊明君の一般質問を終わります。 

……………通告順４番 ２番（小林英世）…………… 
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○議長（中山 進） 

   続いて、２番、小林英世君の一般質問を許可します。 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   ただいま、議長から許可をいただきましたので、通告書に従いまして、防災関係で

２項目、５つの質問をさせていただきます。 

   １項目めは本町の防災に関する質問３つ、それから２項目めは広域の、少し地域を

広げまして、広域連携というふうなことを念頭に質問をさせていただきます。 

   まず、初めに自主防災組織の災害時における初期活動についてお尋ねします。この

質問は１年前に同様の質問をさせていただきました。そのときの町長の答弁ですけど

も、安全に留意し、危険だと思えば役場に連絡してほしいとの答弁をいただきました。

これは役場が機能しているということが前提だと思います。あのとき、私の頭の中に

は大規模な災害、南海トラフとか３連動とかということをイメージしながら質問させ

ていただいたんですけども、町長の答弁と私の質問の思いがすれ違ったかなというふ

うな気持ちを持って、きょうは再質問させていただきます。 

   御存じのとおり、阪神淡路大震災とか東日本大震災、この中でやはり被災するのは、

例えば行政あるいは消防、その他、全てが一度に被災する。そういうふうな震災を

我々、この２０年間、何回か経験しているわけであります。 

   きょうの質問ですけども、公助が機能しないときに自主防というのが必要で、唯一

頼れるわけであります。自分たちの助け合い、お互いの自助、共助で助け合うという

ことがすごく大事になってくると思うんですけれども、それを強化していくというの

が非常に大事で、しかもそれをサポートするのは行政だと、私は考えております。だ

から、自主防災組織は公助に頼ることができないときを想定して、さらに防災力を高

めるということを目標にすべきだと思いますし、その方向で町もしっかり後押しをし

ていただきたいと思いますので、町長の考えをお聞きします。 

   それから、２つ目であります。２つ目は指定避難所の話であります。指定避難所を

開設する場合、役場の職員がそこに出向いて開場して、設営していくというところが

幾つかあると思うんですけども、風水害の場合は前もって、どういうふうな形になる

というのが、例えば注意報、警報というふうな形で出ていくので予測ができるわけで

すが、先ほども申しましたように、巨大な地震など、突然に起こった災害について、

職員も被災するというような状況が想定される中で、誰が避難所を開けるのか、どう

いうふうにして避難所を開設していくのかという点であります。これも、どのように

検討されているのかお聞きします。 

   ３点目はヘリポートであります。３カ月ぐらい前ですかね、関東のほうで大水害が

起こって、多くの方がヘリで救助される、そういうシーンが流れていましたけども、

本町でも土砂災害あるいは大地震でがけが、あるいは山が崩れるということが想定さ
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れます。そうすると道が分断されてヘリで救助というようなことが想定されるわけで

す。また、ドクターヘリも今、活躍しておりますけども、そういうふうな点で、本町

では２１カ所、ヘリポートがあるとお聞きしているんですけども、その現状、それと

課題があればお聞きしたいと思います。 

   以上が１項目でございます。 

   次に、２項目であります。まず最初は巨大地震が発生するという想定で３０年以内

に７０％というふうなこと、そういうことを想定して、年に何回かいろいろ、例えば

９月１日やったら防災の日とかいって準備する。あるいは、避難行動を実際に体験す

るというようなことをされていますが、もし巨大地震が発生した場合、このエリアで、

有田川流域で、あるいは日高川流域でどのようなことが起こるのかというふうに考え

ますと、例えば南海トラフの場合は、近隣の有田市、広川町、湯浅町の死者の想定は

５，５００人、重軽傷者が３，０００人以上、そういうふうな想定をされているわけ

です。そういう地震が仮に予想されている場合、震災で保護されなければならないよ

うな、例えば入院されている方とか、介護施設におられる方とか、あるいはけがをさ

れた人とか、そういう人がどのような避難行動をするかというふうに考えますと、私

は前もってある程度広域で連携を想定して準備をしておくほうがよいのではないかと

いうふうに考えました。実際に、そういうふうな連携がされているのか。そういうふ

うなことを想定して、話し合いがどの程度いっているのかというところをお聞きした

いと思います。これが１点目です。 

   それから２項目の２点目、最後ですけども、災害拠点病院というのが和歌山県に幾

つかあります。この地方では、有田市民病院が災害拠点病院。それから、隣では日高

総合病院が災害拠点病院になっています。市内では日赤、それから医大というふうな

形ですけれども、この災害拠点病院ともに、今、挙げた４つは津波の浸水地域なんで

す。津波の浸水地域に災害拠点病院があるということは、巨大地震の際に機能が維持

できるのか、そういう懸念があります。建物がもし残ったとしても、インフラに重大

な影響が出るというふうに初めから想定されています。 

   それで、非常に私はそれを懸念するので、和歌山県全体を見ていっても、紀ノ川流

域に橋本、那賀という災害拠点病院がありますけども、あの流域は中央構造線に非常

に近くて、かなり危険な部分もはらんでいます。ただし、南海トラフのようなものに

ついては非常に、和歌山県では軽微な被害想定になっております。それから、南のほ

うは当然、南海トラフなんかだったら、津波があっという間に来るというふうな、非

常に危険なところでありますが、県下でやはり災害拠点病院をどこにつくるのかとい

うふうに考えれば、私は有田川町がベストの場所じゃないかなというふうに思います。

まず、津波の被害がない。それから交通網ですけども、高速に近い。あるいは道路も

紀北にも紀南にも別のルートで、国道以外の別のルートで確保できる可能性がある。

こういうふうなときに、別に市民病院をやめよというんじゃなくて、バックアップ機
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能として、我が町にぜひ最悪のときは有田川町があるというふうな災害拠点病院をや

っぱり誘致すべきではないかというふうな思いがあります。 

   通告書には県立の病院、今、ありますから、こころの医療センターがありますから、

そこを中心に施設を充実させるという方法もあるというふうに考えたんですけども、

まだ、いろんな方法はあると思うんです。病院間の連携とか、そういうようなことも

含めて、災害のとき、巨大な災害のときは有田川町が和歌山県の中心であるんだとい

うふうな形にならないのか。これは町長のお考えをお聞きしたいと思います。 

   私の１回目の質問は以上です。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   それでは、小林議員さんの質問にお答えしたいと思います。 

   まず、自主防災組織の初期活動についてでありますけれども、大規模災害が発生し

たときには、恐らく行政機関も麻痺して、また被害の大きさにより全てのことに行政

が対応するのは非常に不可能だと思うし、困難だと考えております。 

   阪神淡路大震災の大災害では、家屋の倒壊のため、生き埋めの状態になった人の約

７５％以上の方が地域住民の方が助けられたという事例もございます。このような事

例から見ても、地域住民自身が自分の命は自分で守る。自分たちのまちは自分たちで

守る。このことが最も重要であると考えています。そういうようなことから、自主防

災組織の方々には地元自治会とともに、その中心となっていただき、地元消防団と連

携し、活動をお願いしたいと思います。 

   自主防災組織の初期活動に対し求められていることといいますと、風水害と地震に

よる災害のケースでは活動内容は少し違ってくるのかと思います。風水害のときは地

域の情報の提供、避難情報発令時の避難の呼びかけ、要援護者の避難支援、避難所で

の運営支援等をしていただきたいと考えております。また、地震による災害の場合は

当町では津波による大きな災害は考えにくいので、被災した後の活動になることから、

まずは安否確認、地域の被害、被災状況の情報提供、被災者救出活動、要援護者の避

難支援、避難所運営の支援、炊き出しの手伝い、火災初期の場合は消火活動等々を、

余震がおさまるのを待って、気をつけながら行っていただきたいと思います。 

   また、自主防災組織の大切な役目として、平時における住民の防災意識の向上を図

るための研修会の開催や、災害を想定して訓練の実施等を地元自治会、消防団、町と

連携して実施し、災害時の備えを行っていただきたく考えています。 

   また、今後、町として自主防災組織の研修会を通じ、災害時の自主防災組織の活動

について各地区に応じたマニュアル等の作成や、防災士の育成、推進を行っていきた

いと思っております。 

   それから、２つ目の指定避難所についてであります。現在、学校施設、公民館等、
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町有施設及び公共施設のない地域は、地区の集会所等を合わせて６１カ所を避難場所

として指定しています。また、そのほかに町指定の一時避難所として３カ所の指定も

行っています。現在、避難所の開設は清水地域では大半が地元区及び地区の自主防災

組織が開設、運営を行っています。金屋、吉備地区については町職員が出向き、開設

運営を行っているところが大半であります。地震等、大規模災害の発生時には全ての

避難所を同時に開設、運営を行うことは町職員の力だけでは非常に難しいと考えてお

ります。そのため、地元自治会、自主防災組織が連携し、避難所の運営を行えるよう

取り組んでいきたいと思います。また、開設につきましても、災害の状況によっては

町職員による開設ができない場合も想定されますので、各施設の管理者と協議し、理

解を得た上で、地元開設もできるように検討していきたいと思っています。 

   いつも、区長会さんともお話しするんですけれども、６１カ所の避難所、これで果

たして十分に対応できるんかといえば、恐らくできないと思います。大災害になった

とき、各区でどこが一番安全か、どこへ寄るのが一番いいんか、再度検討していただ

いて、町指定以外にも、その区、区で何カ所もそういう場所があると思いますので、

今後検討していただかなくてはならないと思っています。 

   それから、ヘリポートの現状と今後の整備についてであります。当町のような非常

に大きな面積を有する町では、ヘリは災害時や救急重症患者搬送に大変重要な役割を

担うと考えています。現在、町有施設以外の緊急時使用可能な６施設を含め、２９施

設があります。そのうち、県のドクターヘリの離発着のポイントとして登録されてい

るのが２１施設、災害時の件の防災ヘリの離発着ポイントとして登録されているのが

２０施設となっております。 

   現在のところ、全ての事業において完璧であるとは言えませんが、おおむねカバー

できていると考えております。 

   住民がドクターヘリを呼ぶんじゃなしに、まず救急車が行って、救急隊員がこれは

ドクターヘリを呼ぶのが適当か、適当でないかという判断をしてからドクターヘリを

呼びます。ここから一番近いところ、今、広域連携で医大にもありますけれども、こ

こがいっぱいの場合は、四国から飛んできたり、奈良から飛んでくることもございま

す。それにはやっぱりある程度の時間がかかるので、救急車がドクターヘリがおりる

ところまで、その時間内に行けるということがおおむねカバーは今のところできてい

ると思っております。 

   ２つ目の巨大地震と広域連携についてでありますけれども、巨大地震を想定した広

域連携につきましては、現在のところ、和歌山県下消防広域相互応援協定、それから

日本水道協会和歌山県支部水道災害相互応援対策要綱に基づく協定、災害時における

地域の安心の確保等に関する協定、また湯浅町とは全国醤油産地市町村協議会加盟市

町村災害時相互応援協定を締結しております。災害時にはこれらの協定に基づき、近

隣市町から応援要請があった場合はもちろんのこと、これらの協定市町村以外からも
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要請があれば、できる限り応援や支援を行う必要があると考えております。 

   議員、御指摘の入院患者や介護施設に入所者の避難については、和歌山県下消防広

域相互応援協定に基づいて、患者の搬送、あるいは医師会との災害時医療救護に関す

る協定に基づき、医療機関への応援要請、災害時における地域の安心の確保等に関す

る協定に基づき、介護施設に対して受け入れ要請を行いたく考えています。 

   また県が委嘱した災害医療コーディネーター、ＤＭＡＴの派遣や医療品の供給、病

院への負傷者の受け入れ整備などを行うことになっています。 

   また、今後、支援要請があった場合、迅速かつ的確な支援活動が行えるよう、近隣

市町村と具体的な支援について協議を行っていく必要があると考えております。大規

模災害が発生した場合は、多くの医療機関の機能が停止、または低下することが予想

されることから、必要とされる医療を迅速かつ的確に提供するため、災害拠点病院、

災害支援病院が指定されています。有田地方では、議員、御指摘の有田市立病院が災

害拠点病院に、済生会有田病院が災害支援病院に指定され、医療活動の中核を担うこ

とになっております。 

   また、先ほど言いました、災害医療のコーディネーター等の助言に基づき、地域災

害医療対策会議から要請があった場合には、町内の病院にも協力を要請いたしたく考

えております。 

   また、本町の県立病院のお話もございました。ここの整備についてでありますが、

近隣市町村を見ますと、津波による病院施設の運営に支障を来す場合も考えることか

ら、県立こころの医療センターを総合病院にし、有田地域ではなく、和歌山県の安心、

安全の拠点として機能的役割を担うようにするのがいいと思いますが、県立病院であ

ること、また広域的な医療体制については県の施策であると思われますので、機会を

捉えて提案していきたいと思います。 

   今まで、大災害、３連動とか東南海地震の想定というのは、長いこと出されなくて、

今回、去年から初めて出されたわけであります。その中で、有田郡の１市３町につい

ては、こころの医療センターを何とか総合病院にしてほしいと。特に、産科を取り入

れた病院にしてほしいというような陳情を、この３町ではよく行ってきております。

おっしゃるとおり、今度は町村会の考えとして、もう１つ、ここら中紀であったらえ

えん違うかなということを、みんなに御協力をいただきながら、県への強力に要望し

ていきたいなと思っております。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   御答弁、ありがとうございました。 

   災害に関することというのは、想定によって対応が全部違います。日々、新しい情
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報も入ってくるし、今までできていると思うところも１年、２年、たてば、また不備

になっているかもわからない。だから、いつも今の時点でベストは何かということで、

前へ進んでいってほしいというふうに考えております。 

   自主防のことですが、これは先ほども話をさせてもらったんですけども、どの程度

するかというのは、やっぱり有田川町、私も少しはかかわっているんですけども、危

機意識は少ないです。だから、水、来いへんから大丈夫違うかとか、地震の想定なん

かでも、震度６弱から強、これやったら余り被害ないん違うかと、そういうなのが頭

の中にあって、防災をどんどん必要やで言うときに、やっぱりどこかで安心で、情報

をそのまま受けとめることができないということがあると思います。 

   行政のほうには、先ほどいろんな場所でしっかりサポートしていって、自主防災力

を上げていくというふうに答弁いただいたんですけども、それを実施するとともに、

できていないところをチェックする。チェックしながら次のことを実施していくとい

うことで、全体として防災力を高めていくというふうにお願いしたいと思います。 

   それから、避難所についてなんですけども、これも検討していただくということで

ありがたいんですけども、先ほどの広域との問題にもかかわるんですけども、例えば

観光客が来てたら、その観光客も被災するわけですから、避難民。それから、向こう

のほうから津波が来たぞといったら、やっぱり山のほうに逃げてきます。とすると、

他町の町民もそういうふうな緊急避難所に入ってくることも考えられます。そのよう

なことで、うちのキャパを広げるということは、この有田川地方全体の安心、安全に

つながるという観点でお願いしたい。 

   ヘリポートの件については、今のところ現状でいけるというような答弁だったので、

これはもう結構です。 

   それから、後の広域の部分なんですけども、やっぱり災害弱者というのは必ず想定

されるわけです。今でもそうですけれども、災害弱者はある。しかも、津波等の浸水

ではこの辺まで浸水するということも想定されているわけです。そうすると、机上の

空論に終わるかもわからないですけども、とりあえず、こういうときはこういうふう

なことをしようぜというふうに取り決めるということは、いざという場合には必ず役

に立つと思います。岩手なんかで、釜石の奇跡とかってありましたけれども、あそこ

の中学生たちは、私たちは奇跡ではないと。いつも、それを訓練でやってた。だから、

いつもやっているから、いつもどおりのことをしたんだというふうに彼らは答えてく

れています。だから、準備をしないと、起こってから考える、いろんな協定がありま

すけれども、協定を結んだだけで、実際に行動計画には至っていないわけで、その辺

をしっかり押さえていただけたらと思います。 

   きょう、この質問をさせていただいたのは、やっぱり防災のことは、ともすれば忘

れがちというか、置いてしまうわけで、１年に１回はこんな質問をして、皆の啓発に

つながればいいかなと思って質問させていただきました。 
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   あと、町長、御感想等があればお答えください。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   答弁させていただきたいと思います。 

   この自主防災組織、本当に災害のときは非常に大きな役に立っていただけると確信

を持っていますし、できたら１００％、今年度中に目指したいという、多分３月議会

で言ったと思いますけれども、８０％できたんですけれども、ちょっと単独の区では

つくれない区も近年になって出てきまして、こういう区については近隣の区と組んで

くれても結構やからつくってよということでお願いしております。いずれにしても自

主防災組織の役割というのは非常に期待もしていますし、大きい意義があるんだろう

なと思います。 

   それと同時に、今、釜石の奇跡というお話もありましたけれども、東北大震災を見

てみますと、やっぱりいかに日ごろの防災意識、これが欠如していたんかなというこ

とがよく言われまして、僕も岩手県の高田町へ町村会の時代にミカンと梅とカキと１

０トン車にいっぱい持っていって、お話を聞いたんですけれども、そこの町なんか本

当に１０分もあれば役場の高台へ逃げられる場所です。ここでも何千人と死んでいる。

何でなんって言ったら、幾ら言ってもお年寄りは逃げなんだと。こんなところまで津

波が来るはずがないんやということで、逃げなんだということで、その点、釜石は常

日ごろもそういうことを訓練をして、災害が起こったら、親子がばらばらになっても

構わんさけ、まず逃げよと。あがだけ逃げよということで、待ってたら巻き込まれる

ということで、いろんな防災意識の高揚にずっと努めてきた結果がそういう結果で、

本当に釜石の奇跡ということは、余り死者を出さなかったという教訓もあります。 

   そういった意味で、これから自主防災組織ももちろんのこと、町民の方々にもう少

し防災意識を持っていただけるように、啓発していきたいなと思います。今、地震、

来るでと言われても、自分のところ家に水とかそういうのを果たして置いてくれちゃ

うかといったら、なかなか置いていない。電池すら、すぐつくようなところに、とれ

るようなところに置いていない家庭がたくさんあると聞いていますので、ここら辺が

ほんまに災害が起こったときの問題点かなという考えを持っています。 

   それから、ヘリポートの件なんですけれども、おおむね賄っていっているんですけ

れども、救急車が来て、ヘリが来るまで１０分ぐらいかかるそうです。１０分の間に

次のヘリポートまで行ければ、それでオーケーですけれども、ちょっと欠けているの

が実は二川地区なんです。二川地区がちょっと１０分以内にヘリポートまで運べない

ということがありますので、今、何とかして防災ヘリやなしに、ドクターヘリ、これ

が下りるところが、これは防災ヘリと違って小さいので、おりるところがないかとい

うことで、今、見にきてもらっているようであります。これも１回、できれば二川地
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区にもヘリポートを建設していきたいなと思っております。 

○議長（中山 進） 

   ２番、小林英世君。 

○２番（小林英世） 

   最後です。 

   自主防が今、８０％ぐらい、１００％を目指すんだというふうにお聞きしました。

パーセントも大事なんですけれども、実際に機能しないと意味がないと思っています。

やはり、隣近所の顔が見える、あそこの家に何人住んでいるというのを知っている、

どんな人がおる、そういうふうな近所づき合いがしっかりしているところだったら、

僕は余り自主防って要らんのと違うかなと思うところもあるんです。でも、新しい家

が建った。アパートに何人か住んでいる。余り顔も見たことない。挨拶したこともな

い。そういうところで自主防災活動を実際に定着させるのは物すごく、まあ、難しい

という部分もあります。だから、そういうふうな、場所、場所で実態が違うんだとい

うことを踏まえて、やはり自分たちが何とかせなんだらどうにもならんというふうな

状況というのが来るんだということをうまいこと伝えていけるように、行政のほうも

サポートしていただいたらというお願いを最後に、私の一般質問を終わらせていただ

きます。 

○議長（中山 進） 

   答弁はよろしいですか。 

○２番（小林英世） 

   結構です。 

○議長（中山 進） 

   以上で小林英世君の一般質問を終わります。 

   暫時休憩いたします。１時１５分から再開いたします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

休憩 １２時０９分 

再開 １３時１５分 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（中山 進） 

   再開いたします。 

   一般質問を続けます。 

……………通告順５番 １４番（増谷 憲）…………… 

○議長（中山 進） 

   続いて、１４番、増谷憲君の一般質問を許可します。 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 
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   ただいま、議長のお許しを得ましたので、一般質問をさせていただきます。 

   私は今回、３つの問題について通告をさせていただいております。 

   まず１問目は介護保険制度の問題であります。新総合法が成立し、要支援１、２と

認定された介護サービスを受ける人の８割が利用するホームヘルパーによる訪問介護、

デイサービスなどの通所介護を保険給付から外すことになります。そのかわりに市町

村が実施する地域支援事業に新しいメニューとして、つまり介護予防、日常生活支援

総合事業、いわゆる新総合事業として代替サービスを提供することになります。しか

し、この新事業は予算には上限がつけられ、自治体は給付費の大幅な抑制を迫られま

す。厚生労働省が示した新総合事業の、いわゆるガイドラインでは、１つは低い単価

のサービス利用の普及、２、認定に至らない高齢者の増加、３、自立の促進という３

つのやり方で事業の効率化を図るよう自治体に示しています。この１の問題では、１

の低い単価のサービスの利用、普及とは、ヘルパーなど、介護職によるサービスを非

正規やボランティアなど、人件費の安い非専門職のサービスに置きかえていくという

ことです。要支援者向けの代替サービスには既存の介護事業所による専門的サービス

とボランティア、ＮＰＯ、民間業者などに委託する、いわゆる多様なサービスを割り

振ります。２つ目の認定に至らない高齢者の増加とは、要介護認定を受けない人をふ

やすということです。窓口の担当者が要支援相当と判断した場合は、要介護認定を省

略して代替サービスを割り振ることが可能となります。３つ目の自立の促進とは、介

護サービスにお世話にならないということです。要支援状態からの自立に向けた目標

を持たされ、町から目標達成、状態改善とみなされると、単価の低いサービスへの転

換や、サービスの打ち切りが求められます。 

   このようにガイドラインは安上がりサービスへの置きかえ、要介護認定を受けさせ

ない、いわゆる水際作戦となります。介護サービスを受けないという３つの方法を示

した上で、現行制度のままなら毎年５％から６％のペースで伸びていく要支援者サー

ビスの給付費の自然増を後期高齢者の人口伸び率を３％から４％に抑え込むよう指示

されています。これが実行されれば、要支援者の訪問通所系サービスの給付費は全国

で見ますと、２０２５年度で８００億円、２０３０年度で１５００億円、そして２０

３５年度で２６００億円もの縮減になると試算されています。この目標を達成するた

め、各自治体の代替サービスの事業には当該自治体の後期高齢者の人口伸び率に基づ

いた上限がつけられます。上限を超えた超過部分には国庫補助を出さないというのが

厚生労働省の方針です。そうなれば市町村は３つの手法によるサービスの利用制限や

利用者の自己負担増に行かざるを得ないことになってしまいます。政府、厚生労働省

はこれまでもヘルパー派遣の回数制限や１回当たりの介護時間の短縮など、給付抑制

をしてきました。今回の改正は保険制度の枠内での給付抑制を踏み越えて、要支援者

を丸ごと保険制度の枠外に追い出し、非該当と同じ扱いにすることによる給付費の削

減しかないのではないでしょうか。 
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   そこで、当町も移行する総合支援事業の全体計画はどこまで協議されていて、その

内容はどのようになっているんでしょうか、示していただきたいと思います。その上

で、まずお聞きしたいのは、まず訪問通所型サービスＡという事業があります。これ

は資格がなくても研修を受ければできる、有資格者が１５人に１人の配置でよいとい

うことになっています。訪問通所型Ｂは住民主体による支援、有償、無償のボランテ

ィアでよく、人員や設備の基準がありません。訪問通所型Ｃとは短期集中予防サービ

ス、以上の３つの事業があります。今後、これらのメニューを進めていかれるのでし

ょうか。 

   ２つ目に総合事業によるサービスのみの場合、担当窓口での対応について、２５項

目の基本チェックリストのみの判断で行うのでしょうか。これは介護や支援が必要か

どうかを判定するものではありません。また、住宅改修や福祉用具貸与、購入はでき

るのか、納得いかない場合は不服審査請求はできないともお聞きしていますが、こう

いう場合の対応が要るのではないでしょうか。 

   ３つ目に、要支援サービス事業の受け皿については、住民主体のボランティアを中

心に考えているのでしょうか。また、要支援サービス事業の報酬単価はどうでしょう

か。 

   ４つ目に、介護予防手帳の導入を検討されているのでしょうか。 

   ５つ目に、ケアマネジメントの期間限定や簡略化、初回のみの導入を考えているの

でしょうか。 

   ６つ目に、介護予防訪問介護、介護予防通所介護の費用の上限枠を設けられるので

しょうか。以上です。 

   次に、介護報酬の引き下げの問題でありますが、介護労働者の平均月収は２０万８，

０００円です。これは全産業の平均２９万９，６００円を大きく下回っています。そ

して、そのことが深刻な人手不足を招いています。劣悪な労働条件の根本要因は介護

報酬が低過ぎることであります。２００３年に２．３％、２００５年から２００６年

にかけて２．４％の削減をしてきました。さらに安倍内閣になって、さらに６％の削

減をしています。処遇改善部分を加算したとしても、報酬全体が下げられれば、事業

所経営の見通しが立たなくなれば、待遇労働条件の悪化は避けられないのではないで

しょうか。介護現場は命にかかわる仕事をしているところであります。若いマンパワ

ーがなければ成り立たない職種であります。 

   そこで、まず町長の認識を伺いたいと思います。そして、介護報酬の引き下げによ

り町内業者はもちろん、全国の事業所が悲鳴を上げています。この実態について町内

業者の実態調査をされておられるのでしょうか。さらに、国へ介護報酬を引き上げる

よう、県下の自治体が一致団結して、協力して要請すべきではないでしょうか。これ

で第１問を終わります。 

   次に、第２問のＴＰＰ問題における農業への影響についてであります。政府は去る
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１０月５日に大筋合意したと発表したＴＰＰは、現在１２カ国が関税を撤廃するなど

として、自由貿易を広げるために協議しています。米、麦、牛肉、豚肉、乳製品、砂

糖、農産物重要５品目で、３割の品目の関税を撤廃します。関税が残った品目でも米

で特別輸入枠の新設、牛肉、豚肉で関税の大幅削減など、総崩れの状態であります。

重要５品目を交渉しないよう求めた国会決議にも真っ向から反します。過去に関税を

撤廃したことのない農林水産物８３４品目のほぼ半数で関税が撤廃になります。政府

は関税撤廃ではないから、全国決議は守ったと言いますが、国会決議違反は明瞭であ

ります。 

   しかも野菜、果物、水産物、木材などの関税をほぼ全面的に明け渡したことも重大

であります。仮にＴＰＰが発効して、一時的に安い輸入品が出回ったとしても、国内

生産が破壊されたら輸入品の値上げは間違いないと思います。農業がだめになっても

影響を受けるのは消費者と私たち小規模の生産農家であります。農林水産省が２０１

０年に行った試算では、関税撤廃によって日本の米の自給率は１割以下、国民が食べ

る米の９割以上が外国産米になり、その結果、食料自給率は３９％から１３％へ落ち

ると試算しています。ＴＰＰ参加と食料自給率の向上は両立しません。 

   競争相手は世界で最も農産物の安いアメリカとオーストラリアであります。１戸当

たりの耕地面積が日本の１００倍のアメリカ、１５００倍のオーストラリアと競争で

きる農業などというのは、国土や歴史的な条件の違いを無視した暴論ではないでしょ

うか。アメリカ農務省がＴＰＰ合意で２０２５年までに関税が完全撤廃になった場合

に、１２カ国の農産物貿易がどう変わるか予測した結果によりますと、輸出額が８５

億ドルふえて、そのうち３２％をアメリカで占め、５８億ドルふえる輸入額の７０％

は日本に押しつけられるとなっています。これが通れば、農業、農村の危機的現状に

追い打ちをかけるとともに、農村や国土の荒廃を広げ、世界最低水準の食料自給率を

さらに低下させ、私たち国民の生活基盤を根本から脅かします。 

   しかも、この問題を捉えて、ピンチをチャンスにとか、国内対策をとるから大丈夫

のような印象を与えていますが、米などの過去の事例で明らかではないでしょうか。

対策をとれるというのであれば、なぜ早くからとれなかったのでしょうか。大筋合意

は最終文書ではありません。今後、未決着の分野を解決し、協定文の作成と調印、各

国の国会決議が必要です。アメリカでは議会関係者や業界団体、大統領候補もＴＰＰ

協定に不支持を表明するなど、ＴＰＰ賛成派は少数であります。アメリカ議会で批准

されなければ、ＴＰＰ協定は潰れます。ＴＰＰからの撤退こそ最も確実な対策ではな

いでしょうか。 

   さて、和歌山県は県内において農林水産物２３品目で、５４億８，０００万円の影

響を受けると試算しています。特に影響が大きいのは温州ミカン、中晩柑などのかん

きつ類であります。何も対策をとらなかった場合、年間算出額は最大で１２．７％で、

３５億７，０００万円の減少になると試算しています。温州ミカンでは１０％の減収、
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有田川町では平成２５年度の実績が４万６，０３０トン、７４億円ですから、その１

０％だと、４，６０３トンの減で、７億４，０００万円の減収となります。ハッサク

も現在のオレンジの関税、３２％と同程度の値下がりを強いられると想定しますから、

ハッサクは平成２５年度で２，２７０トンで、２億３，０００万円ですから、有田川

町では７２６トン減の７，３６０万円の減収となります。県内のかんきつ関係だけで

３５億７，０００万円の減収、米で１２億４，０００万円、農産物全体で５１億５，

０００万円、林産物で３００万円の影響が出ると試算しています。有田川町において

市町村民経済の総生産においては、平成２２年度の数値しかありませんが、この農業

関係だけ見ましても、６４億６，４００万円も算出しています。これへの大きな打撃

となってしまいます。有田川町への影響も大きいと思いますが、ミカンなど考えられ

る農産物への影響の試算はいかがでしょうか。 

   ２つ目に、町長の認識はいかがでしょうか。 

   ３つ目に、国へ対応を求めるべきではないでしょうか。 

   さて、最後の質問に移ります。保育所の保育料についてであります。さて、皆さん、

保育料が引き上がった問題は御存じでしょうか。町内の保護者や関係者から、なぜ保

育料が上がったのかと問い合わせがあります。これまで保育料は世帯の所得税額、所

得税が非課税の場合は住民税額を基準に計算されていました。ところが、計算方法が

変わりました。世帯の住民税所得割課税額を基準に計算にされます。また、これまで

扶養している子どもの数に応じた額を、課税所得から控除した上で、所得税を再計算

し、いわゆるみなし控除をしていましたが、これがなくなりました。所得税は当年の

所得に対して課税されますが、住民税は前年の所得に対して課税されます。このこと

で影響を受けるのは、例えば育児休業を取得したなど、所得が大きく減少した場合で

す。そして、子ども・子育て支援制度が実施されるに当たり、これまで実施してきた

年少扶養控除の制度がなくなり、再計算しなくなったからであります。年少扶養控除

はゼロ歳から１５歳までを対象として、２人までを所得税から３８万円、住民税から

３３万円の控除が認められていました。しかし、平成２２年度の税制改正で廃止とな

ってしまいました。これで平成２３年度の所得税、平成２４年度の住民税から年少扶

養控除を引けなくなりました。住民税にはこうした控除がないため、子どもが多い世

帯ほど保育料が上がる傾向になります。ですから、保育料負担増の影響が出たわけで

あります。ただ、保育料は平成２６年度まで、みなし適用して、影響の出ないように

してきました。しかし、平成２７年度からこの制度もなくなり、今、入園している園

児については卒園するまで適用となり、新規で入園する園児には適用しないとなりま

した。このことで、いわゆる多子世帯、子どもの多い世帯ほど保育料が上がることに

なりました。 

   そこで伺いますが、当町では年少扶養控除の廃止によって保育料に影響を受けた世

帯数はどのくらい出ますか。また、扶養控除の廃止により保育料の上がった世帯数は
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どうでしょうか。そして、どの階層からどの階層になったのか示していただきたいと

思います。 

   最後に、子どもの人数が多い世帯ほど保育料負担が大きくなります。よって、みな

し算定することを求めて、以上、第１回目の質問を終わります。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   それでは、増谷議員さんの御質問にお答えしたいと思います。 

   まず、１点目の介護保険制度などについてであります。介護予防、日常生活支援総

合事業は平成２６年度の法改正により、予防給付の訪問介護及び通所介護が総合事業

の枠組みの中で実施されることとなりました。平成２９年４月までには全ての市町村

で実施することが義務づけられていますけれども、サービスに対する需要や、事業者

の動向、財源等の観点から、実施時期を検討しているところであります。総合事業に

移行する訪問介護と通所介護につきましては、当面、現行の基準のサービスを継続し

て提供することを予定しており、多様なサービスについては介護事業者に対し、担い

手としての意向調査等を実施していきたいと考えております。 

   今回、創設されました総合事業につきましては、地域における支え合いの地域社会

づくりであることを基本として、それぞれの地域に沿った介護予防を進めるため、総

合事業の実施と並行する形で、新たに生活支援コーディネーターと介護事業者や地域

団体等の関係者による共同体を設置し、関係者間のネットワーク化やボランティアの

活用、多様な地域団体の要請等、介護予防、生活支援サービスの体制整備に取り組ん

でいきたいと考えております。 

   訪問型介護サービスにつきましては、多様な生活支援ニーズにも柔軟に対応できる

よう、また、通所型のサービスにつきましては、地域の身近な場所に介護予防の場を

つくっていき、それぞれの方に応じた生活機能の維持、向上を積極的に図るなど、地

域の状況や利用者のニーズに柔軟に対応したサービス提供を構築していく中で、訪問

型、通所型サービス、ＡＢＣ類型の構築に対応していきたいと考えております。 

   次に、総合事業によるサービスのみの場合、担当窓口での相談のあり方、基本チェ

ックリストのみで判断かという御質問でありますけれども、担当窓口での相談時に明

らかに要介護者と判断できる場合は、要介護認定申請への誘導を、総合事業のみを利

用するケースにつきましては、基本チェックリストから介護予防ケアマネジメントに

より、介護予防、生活支援サービス事業や、一般介護予防事業等の総合事業によるサ

ービス提供を行うことを予定しております。 

   要支援サービス事業の受け皿については、既存の事業所及びシルバー人材センター

等が考えられます。しかし、既存の事業所以外の受け皿については整備に時間がかか

るため、当初からの運用は非常に難しいと考えております。 
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   報酬単価及びケアマネジメントについては、平成２９年４月当初においては、さき

に述べたとおりの理由で、既存の制度の中で運用していきたいと考えております。 

   介護予防訪問介護、介護予防通所介護の費用の上限設定でありますけれども、サー

ビスの使い放題とは行かないため、上限を設定したいと思います。介護予防手帳の導

入につきましては、有田川町の包括支援センターで作成しました、もしもノートが有

田郡市内統一の個人情報を保管するものとして採用されましたので、これを使用して

いきたいと考えております。 

   次に、介護報酬引き下げについてでありますけれども、平成２７年度の介護報酬改

定は２０２５年、平成３７年に向けて、将来、中重度の要介護者や認知症高齢者とな

ったとしても、住みなれた地域で自分らしい生活を続けられるようにするという、地

域包括ケアシステムの基本的な考え方を実現するため、中重度の要介護や認知症高齢

者への対応のさらなる強化、介護人材確保対策の推進、サービス評価の適正化と効率

的なサービス提供体制の構築といった基本的な考え方に基づき行われたものであり、

これらとともに賃金、物価の状況、介護事業者の経営状況等を踏まえた介護報酬の改

定率は全体でマイナス２．２７％となりました。 

   町内事業所の実態調査については実施しておりませんけれども、事業者からの聞き

取りでは極めて厳しい状況であると聞いております。国や関係機関におきましても、

平成２７年度の介護報酬決定の効果の検証や、平成２７年度介護報酬改定に関する審

議報告において検討が必要とされた事項に関する実態調査を行うことを目的として、

社会保障審議会、介護給付費分科会に介護報酬改定検証・研究委員会が設置され、介

護報酬改定検証研究調査が行われております。こうした状況も踏まえ、国への引き上

げ要請については、介護報酬が上がると保険料も上昇するという仕組みの中では、慎

重に対応する必要があると考えます。 

   ２つ目の保育料について、新制度施行に伴う所得層決定の制度改正の主なものとし

て、年少扶養控除のみなし適用の廃止があります。これは国の方針であります。また、

年少扶養控除の適用廃止となった国の理由といたしましては、市町村の事務負担が大

きいこと、年少扶養控除等が廃止されて、一定期間４年が経過していること。その後、

そのほかの税制改革が行われた場合に、旧税額を計算する方法が相当複雑になってく

る可能性があること。また、所得階層に用いる税額を極力中立になるよう設定してい

ることなどの理由により、みなし算定を行っておりません。御質問の数値につきまし

ては、部長のほうからお答えさせていただきたいと思います。 

   ３つ目のＴＰＰ問題でありますけれども、このＴＰＰ問題につきましては、もう３

年ほど前から全国町村会挙げて、反対をずっとしてまいりました。交付税の削減も含

めて、大きな町村会の、その年の要望活動として、このＴＰＰ問題、絶対、道州制は

反対やとか、その中の大きな項目でＴＰＰへの反対は、もう全国町村会で３年間続け

てやってきたんですけれども、残念ながら要望として受け入れられなかったというこ
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とで、先ほども議員さん、おっしゃったとおり、アメリカ議会、今度の大統領候補、

悪いとは言えへんのやけど、まだ説明不足やし、まだまだ不備な点があるんで反対や

という意見も出されております。これはアメリカ議会が批准しなければ通らないとい

う制度であります。それを見守っていきたいと思います。 

   まず、ミカンなど考えられる町内産物への影響の試算についてでありますけれども、

和歌山県が行ったＴＰＰによる県内農産物の影響額の試算では、かんきつ類について

産出額減少率は１２．７％となっており、その産出額減少率を当町に当てはめて計算

しますと、かんきつ類産出額は１０億円程度、キウイフルーツやトマトを含めた農産

物については１１億円程度の影響があると考えられます。 

   次に、認識はどうかという御質問でありますけれども、私の認識といたしましては、

ＴＰＰ参加で関税が撤廃され、輸入のかんきつ類がこれまで以上に入ってきた場合、

中晩柑類の競合は間違いないと考えております。最近は外国産オレンジも糖や酸度セ

ンサーを導入するなど、品質が上がってきていると聞いております。それに加えて、

関税がなくなれば、影響は大きいし、ほかの輸入果物との競合も出てくるのではない

かという心配もございます。 

   また、稲作の生産量は少なく、自家用や地元消費中心であるため、安い外国米が入

ってきて、相場が下がれば、つくる人がなくなって、さらに耕作放棄地がふえるん違

うかなという危惧をしております。 

   今後は難しい問題もありますが、低コストで高品質な品物をつくる取り組みや、県

とも協力して輸出の販売を開拓するなど、攻めの農業に力を入れることが大事である

と考えております。 

   最後に、国への対応を求めるべきではないかという質問についてでありますけれど

も、さまざまな分野から総合的に判断し、当地域にとって不利益とならないよう、十

分な対応を求めていきたいと思っております。 

   これが実際行われた場合、ある程度マイナスばかりではなしに、加工品の輸出とか、

そういうやつが日本の製品が物すごいふえるん違うかなと。ただ、生果の輸出につい

ては関税が撤廃になっても、ＴＰＰが批准されても、検疫の問題があって、生果はな

かなか輸出できないと思いますけれども、そのかわり加工品については余り関係なし

に、市場が広がるん違うかなという考えを持っています。できるだけ、そういったマ

イナスの面ばかりに気をとられるんじゃなくして、どんなにしたら攻めていけるかと

いうことも含めて、今後、検討していかなくてはならないと考えております。 

○議長（中山 進） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   増谷議員の御質問にお答えします。 

   保育料についてでございます。御質問の各数値につきまして説明させていただきま
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す。まず、平成２６年度までの計算方法、また平成２７年度でみなし適用した場合を

試算したところ、次の結果となりました。１番、年少扶養控除廃止により、保育料に

影響を受けた世帯数、１０件。２番、年少扶養控除の廃止により、保育料の上がった

世帯数は４件。３番、保育料はどの階層からどの階層になったかということです。４

階層から５階層まで、２件。６階層が７階層に、２件。あと、４階層から３階層に６

件。減っている分も４件あります。また、上がった４件の世帯は、所得についても若

干上がっている部分もございます。 

   以上のことから、みなし算定してもほとんど、我が町には影響ないと判断しており

ます。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   補足説明はありませんか。 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   再質問させていただきます。 

   まず、介護保険制度の問題についてであります。まず１点目は、今年度の３月時点

といいますか、要支援者１と要支援者２で合計何人おられますか。そのうちサービス

を受けている方は合計何人おられますかというのが１点。 

   ２つ目に、要支援者が受けているサービスの主なものはどんな事業ですか。 

   ３つ目に、実施時期の問題でありますが、明確に述べなかったんですが、最終、平

成２９年度の実施ということで把握させていただいていいのかどうか、その点が３つ

目です。 

   それから、４つ目に訪問通所型サービスＡとかＢでの対応の問題でありますが、一

旦、専門的サービスを割り振った人でも、行く行くは多様なサービスへの転換を進め

ていくというのが厚労省の方針でありますから、多様なサービスへの移行をする場合、

どのようなところへのサービスを予定されているのか。例えば、先ほどもちょっとあ

りましたけれども、地域のボランティアという場合、高齢化が進む中で実際、役員の

なり手がない中で恒常的な運営ができるのかどうか。心配するのは、有無を言わさず

移行させるようなことをしないのかどうか、その点なんですね。特に、介護予防支援、

訪問介護、福祉用具の貸与、通所介護、これが多い事業の内訳ですが、これらが今ま

でどおり維持されていくのかどうかですね。 

   それから、５つ目に要介護認定を承諾された人は要支援者と呼ばれず、非該当と同

じ扱いになりますから、このように要支援相当の人を安上がりサービスへと進めてい

って、保険制度上の要支援者という存在をなくしていくということにつながっていく

んだと思います。厚労省が実施する予防モデル事業などで、今回の法改正を先取りし

て実施している自治体があります。そこのやつを調べますと、町が要支援者を説得し
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て、強引に介護サービスを打ち切ったり、要介護認定の更新を受けさせないなどの事

態が起こっていると聞きました。だから、こういうことが起こらないように対応して

いただきたいなということです。 

   それから、６つ目に賃金アップを図るためには保険料に反映させないために、介護

報酬とは別建ての国費を直接入れることが求められます。でないと、やっぱり保険料

が事業費にはね返ってきますので、別建てで考えなければならないので、そういう制

度化が要るのではないかということで、国へ求めていってほしいと思います。介護報

酬削減の根拠として、介護事業所を収支差は一般中小企業より良好だと。しかし、介

護事業所の経営状況は地域や分野によって、大変大きな格差があると。先ほどもちょ

っとご説明があったと思いますが、財務省は介護報酬を全体を引き下げても、介護職

の処遇にかかわる部分だけがふえればよいと言っています。しかし、処遇改善部分を

加算したとしても、報酬全体が下げられて事業所の経営の見通しが立たなくなれば、

待遇や労働条件の悪化は避けられないと思います。介護職の常勤化と人員配置基準の

改善がやはり要ると思います。 

   ここで、県内の状況を調べた調査があります。県社会保障推進協議会が県内の通所

介護事業所、報酬改定で最も下げ幅が大きかった事業の内容についてアンケートを行

っています。１００の事業所から回答を得ていますが、これによりますと、時間給は

平均で８２２円。４月の介護報酬改定で減収した事業所は８１％。平均で１４．１％。

これは小規模通所介護事業所になります。減収幅が１０％を超える事業所は７７％に

もなります。加算を取得して、経営改善を行った事業所は５６。介護職は充実してい

るかに対して、５１％が不足と回答。７％が大変不足と回答しています。職員が不足

している理由として、賃金水準が低い、３４件。社会的地位が低い、２２件。労働が

きつい、１８件です。国は加算を取得すれば、平均で２．７７％のマイナス改定にす

ぎないと説明しているようですが、アンケート平均では１０．７％の減収ですから、

１０％以上の減収は約半数になってしまいますから、これは当てはまらないと思いま

す。事業所の中止を検討する事業所が３カ所にも及んでいます。今後、要支援を受け

入れないとする事業所も出てくるのではないかと考えます。効率化を図るためにデイ

サービスを週６日から５日に減らす、食事代を引き上げる、事業を継続するには職員

の給料を下げる、パートをやめさせる、利益が減少し、人件費を出せないし、人員を

補充できない。加算をとらずに職員の給与を据え置いた方が出たなど、まさに大変な

状況です。介護報酬を引き上げながら、事業所の雇用管理や法令遵守を図り、正規化、

常勤化の流れをつくることが大事です。高齢者の尊厳を大切にした介護を行うために

も、介護職の人員配置基準を改善し、介護報酬を評価することが必要であります。で

すから、この介護保険制度はもともと出発時には、交付金制度で介護報酬とは別枠の

もとでありましたが、それをかえて保険料にはね返るようにしたのが問題であります。

ですから、国へぜひとも意見を上げていただきたい。これは介護保険制度が続く限り、
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永遠の課題となってしまいます。 

   さて、今の政権は消費税増税前に、増税で財源を得られたら１兆円の国費を入れて、

介護保険の公費負担割合を現行の５０％から６０％に上げると言っていましたが、増

税が決まった途端にそれがほごになり、しかも介護職の低賃金の改善は２０１６年の

１億総活躍プランに盛り込むといっていましたが、それも２０１６年以降に見送られ

てしまいました。私どもは先ほど言ったとおりの別枠で考えることをぜひ求めたいと

思います。 

   最後に、総合事業への移行の問題ですが、実施主体の市町村にとっても大変苦労の

要る事業だと思うんです。要支援１、２はもともと介護の１などに入っていた方々で

あります。その要支援者の保険給付は重度化を防ぎ、日常生活を維持することが目的

となっていますが、これに反して、要支援者の保険給付費は介護給付費全体の３％、

有田川町の約７％しかないのであります。介護保険料からは抑制効果はわずかではな

いかと思います。長期的に見れば、要支援者の重度化が進み、逆に給付費がふくらん

でいくのではないでしょうか。要支援者の実態、心身の状態、日常生活の自立度、世

帯状況、所得状況やサービス内容、サービス効果を把握した上で、今後、ぜひ事業化

を進めるに当たって、ぜひ盛り込んでいただきたいと思います。 

   以上のことを踏まえて、今後の進捗状況、取り組み状況について再度、答弁するこ

とがあれば、この問題で答弁していただきたいと思います。国への声をぜひ上げてい

ただきたいというのもあわせてお願いしたいと思います。 

   それからＴＰＰ問題ですけども、この間、我が町も単独事業でいろんな農業政策を

やってきています。モノレールの設置や園内道の設置をやっています。しかし、一向

に経営状況や農家の所得がうまいこと行かないのはなぜなのかという問題。こういう

状況の中でＴＰＰが入ってくるということは、一層、農家への影響が大きくなるとい

うことで、私は再度、まだ決まったわけではないですから、ぜひ国へ対して、それは

だめですよと言っていただきたいのと、農産物の６次産業化の問題で１つ提案したい

と思うんです。農業の活性化と雇用対策の面からなんですが、三重県の相可高校とい

うところがあります。ここは高校生レストラン、まごの店というのをやっておりまし

て、大変有名であります。食物調理科というのがあって、実習を兼ねて食堂の営業を

しておりまして、年間４，０００万円ぐらいの利益を上げているということです。こ

ういうことから、地元のミカンなど、果物の消費拡大と高校生が卒業しても地元で働

けるような観点から、有田中央高校に農業進学コースと農業経営コースがありますか

ら、ここを活用して、地元のミカンなどを使って、例えばパティシエ養成学科などを

検討していただいて、パティシエを養成して、地元の農産物、特に果物を使って、地

元でそういう店をつくって売るようなシステムができないのかどうか。この間、産業

まつり、清水まつりでしたかね、そのときにも毎年のように有田中央高校の生徒が山

椒を使ってケーキなどをつくってコンテストをやっていましたね。まさしくああいう
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形で実現化できないのかということで、やっぱり地元の若い人がそういう頑張る姿を

見せれば、高齢の農家の方なんかももっと頑張る意力も出てくるのではないかと思い

ますが、その点、いかがでしょうか。 

   それから、最後の保育料の問題ですけども、この影響は少ないということですが、

これは全体を調べたわけではないですね。その点、また後で。これは毎年、このこと

によって影響が出てくるところも出てきますので、私はやはり対応を求めたいと思う

んです。厚労省がつくった自治体向けＦＡＱ、第７版という説明の文章には、市町村

の判断で新規利用者も年少扶養控除を加味して、利用者負担額を設定することを妨げ

るものではありませんということで、全国からいろんな問い合わせがあって、再度、

こういうふうに文章をつくりかえてやっても構わないですよとなったんで、ぜひ、対

応を求めておきたいのとあわせて、その分の予算措置も国へ要望していただきたいな

と思います。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   福祉保健部長、辻勇君。 

○福祉保健部長（辻 勇） 

   それでは、増谷議員さんの再質問にお答えいたします。 

   まず１点目の認定者数とサービス利用者数の件ですが、平成２７年３月３１日現在、

要支援１と要支援２の認定者数は５４３人で、そのうちサービスを受けている方は３

４８人であります。 

   続きまして、サービスの主なものは何ですかということですけども、介護予防支援

を除けば、利用サービスが一番多いのは訪問介護、以下、福祉用具貸与、通所介護、

通所リハというふうに続いていきます。 

   続きまして、実施時期ですけども、２０１７年、平成２９年４月１日を予定してお

ります。 

   続きまして、サービスの受け皿、サービスの維持の件ですが、平成２９年４月１日

からの総合事業への移行を考えていますが、たちまち多様なサービスを提供するには、

受け皿の整備等の関係で非常に難しいと考えております。移行当初は既存の事業所が

既存のサービスの提供をすることになるというふうに考えております。その後の多様

なサービスの提供は環境が整った段階でのスタートということになります。受け皿と

いたしましては既存の事業所、シルバー人材センター、それから地域のサロン等が考

えられます。 

   サービスの維持ですが、訪問介護、通所介護のサービスは総合事業へ移行するため、

要支援１、要支援２の介護認定を受けられた方及びチェックリストで総合事業対象者

に該当された方は利用ができます。その他のサービスにつきましては、現行制度のと

おり、要支援の介護認定を受けられた方のみが利用となります。 
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   続いて、モデル事業で実施している自治体では、サービスの打ち切り、また更新を

受けさせない等の事態が起きているという質問ですが、総合事業に移行いたしまして

も、町としての対処は現状とは何ひとつ変わらず、誠実に対応していきたいと考えて

おります。 

   続きまして、介護報酬の引き上げの声を上げるべきではないかということですけど

も、これにつきましては、町長答弁のとおり、社会保障審議会、介護給付費分科会に

介護報酬改定検証や研究委員会が設置され、今後も介護報酬改定検証・研究調査が行

われますので、その動向を注視していきたいと考えております。 

   その中で、介護事業の経営実態調査というのが、この内容ですけども、経営の実態

であったり、介護職員の処遇改善、こういうものがどうであったかというのを平成２

６年度、平成２７年度の改定前と改定後の２年間のデータを把握して、平成２８年に

調査、集計します。それから、改定２年後の平成２８年度の状況を平成２９年度に調

査、集計して、その実態がどうであったかというふうな調査をするということが現在

考えられています。こうした調査に基づいて、次期の介護報酬改定のほうに反映して

いきたいというふうに、国の方針はなっています。 

   以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   お答えしたいと思います。 

   ＴＰＰの国への要望ということでありますけれども、これはいつでも町村会でも説

明不足違うんかというような意見もたくさん、今でも出ていますし、特に東北の大き

な米の産地のほうは、これは非常に死活問題やということで、大きな問題になってい

ます。恐らくもう少し説明せえとか、このことについての手当て、豚と何か、マイナ

スの何十％を補償するという、２品目ぐらいは出たんですけれども、そのほかが余り

出てないんで、これから国のほうの意見を聞きながら、これは恐らく有田川町だけじ

ゃないんで、全国の地方自治体全てにかかわることなので、国のほうへの要望はみん

なとなって一緒に活動をしていきたいなというふうに思います。 

   それから、もう少し農業所得を上げられんのかという話で、有田中央高校の生徒の

話が出てまいりました。ここの農業クラブは非常に熱心で、山椒を使ったスパイス、

３つやっていますし、稲作したり、いろんな活動、本当に熱心にやって、全国大会で

も発表して非常に優秀やということで表彰も受けております。おっしゃったとおり、

もう少し、山椒だけじゃなしに、ミカンを使った地域独特の製品ができんか、学校へ

はよく行かせてもらうんで、校長先生あるいは生徒の方にも話をして、何かそういう

新しいものができんか検討していただくようにしたいと思います。 

○議長（中山 進） 
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   産業振興部長、立石裕視君。 

○産業振興部長（立石裕視） 

   私のほうからは、生産性向上による低コスト化のための園地改良等への取り組み、

それから、高品質化による価格アップのための取り組み等、平成２６年度の実績を申

し上げたいと思います。 

   まず、生産性向上による低コスト化のための園地改良の取り組みについてでござい

ますが、果樹経営支援対策事業という補助金制度がございます。それを利用しまして、

優良品目、品種への転換及び園地整備等が行われて、生産性の向上による低コスト化

に努めております。平成２６年度の実績といたしましては、町内で８３園地でモノレ

ールの整備をしております。受益面積につきましては３２万５，４４７平方メートル、

事業量は７，５０２メートルとなっております。事業費は７，４０７万７，６５８円、

それに対する補助金につきましては３，４２９万５，２４４円となっております。 

   それから、優良品目、品種への転換についてでございます。７９園地、受益面積に

いたしまして６万９，５５７平方メートル、補助金は２，６９８万７，８７７円とな

っております。 

   その次に、高品質化による価格アップのための取り組みということで、糖度センサ

ー等の導入ということでございますが、有田川町の大規模共選はもう既に糖度センサ

ー等を設置済みと聞いております。 

   私のほうからは以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   教育部長、山田展生君。 

○教育部長（山田展生） 

   保育料についてなんですけども、年少扶養控除の廃止の計算なんですけども、増谷

議員がおっしゃったとおり、全体を調べておりません。半分抽出しまして、２倍とい

うような格好でやっております。全体の半分を抽出しております。 

   町長もお答えさせていただいたんですけども、この制度改正については、まず町村

の事務負担が大きいことということで、それに伴って廃止ということで行っています。

今回、また、みなしをするということ、算定するということは、また事務量もふえる

ということで、国の大前提の事務を減らすということを基本に考えていますので、何

とぞ御理解いただきたいと思います。 

   以上です。 

○議長（中山 進） 

   １４番、増谷憲君。 

○１４番（増谷 憲） 

   最後の質問をさせていただきます。 

   まず、介護保険制度などの問題についてでありますが、とにかく制度が大幅に変わ
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りますから、サービスを利用する方にとって本当に不便や、困らないように、まだわ

からないことがいっぱいありますから、ぜひ真摯な態度で、できるだけ制度を十分生

かせるような努力をしていただきたいなというのを担当課に求めます。 

   介護報酬の問題でいえば、先ほどアンケートを御紹介したように、やっぱり事業所

さんは大変困っているというのが実際、そういう状況だと思うんですよ。これ、一部

の事業所の範囲しか調べていないんですけども、全事業所を調べたら本当に大変な状

況にあると思います。介護事業はやっぱりマンパワーが中心ですから、人材を生かせ

るにはそういう改善がぜひとも必要だと思います。ぜひ、国へ声を上げていただきた

いなというふうに思います。 

   それから、ＴＰＰ絡みなんですけども、知事さんなんかは自己対策を強調されて、

国へいろいろ言っていきたいという、新聞に載っていますけども、有田川町もかなり

これまで農業施策の充実のために年間、中山間の事業なんかも入れますと、２億４，

０００万円ぐらい、毎年つぎ込んできているわけですよね。それでも、なかなかしん

どい状況でしょう。だから、自己対策といっても、それ以上の苦労が果たして効果が

出るのかどうか、私は大変心配するわけですよ。ですから、一番いいのはやっぱりＴ

ＰＰに参加しないでくださいと、町長、それをしつこく言ってください。求めておき

ます。 

   それから、最後の保育料の問題ですけども、何が一番大事かなということなんです。

今、本当に地方創生の事業を進めていく中で、子育て支援を大事にしようということ

を言っているわけでしょう。ましてや、子どもの数が多い世帯については、やっぱり

応援していくのが普通だと思うんですよ。こちらの事務量とかそんなことよりも今の

町の状況を考えて、どうすれば若い世代がふえて住んでくれるかという観点から見て

いけば、そういう細かいところも配慮して検討していただくのが、私は町の姿勢だな

というふうに思います。そのことを申し上げて質問を終わります。 

   以上です。答弁は結構です。 

○議長（中山 進） 

   以上で、増谷憲君の一般質問を終わります。 

……………通告順６番 １０番（堀江眞智子）…………… 

○議長（中山 進） 

   続いて、１０番、堀江眞智子君の一般質問を許可します。 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   議長の許可をいただきましたので、一般質問をさせていただきます。 

   ３点について質問をします。 

   １つ目は、有田川町ＡＫＩ・ＤＥＮについて質問をさせていただきます。第６回の

ＡＫＩ・ＤＥＮが１２月６日に行われました。ことしは２３チーム、２３５人で、過
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去最高の参加者となったと聞いています。出場したいという児童がふえてきたという

ことは大勢の仲間の中で自分の力を試してみたいという意欲を持った児童が多くなっ

てきたということのあらわれでもあると思います。このことをもっと深く考えてみま

すと、児童数の多い学校では出場したいという子どもの思いも、出場したくないとい

う児童の思いも受けとめられていると思いますが、少人数の学校では何とかしてチー

ムを編成しようとすると、出場したいという児童の思いはしっかり受けとめられても、

出場したくないという子どもにも少し無理をしても出場するように説得しなければな

らないという問題も出てくると思うのです。しかし、小規模校でも出場したいという

児童については何とかしてあげなければならないと思います。 

   そのことを踏まえ、参加したい児童がいても、学校独自に１チームを編成できない

学校がある場合は、学校間で連絡をとり合って、他校と共同してチームを編成するな

どの取り組みを学校任せにするのではなく、教育委員会が責任を持ってチームを編成

するように援助するようにはできないのでしょうか。同時にＡＫＩ・ＤＥＮ参加につ

いて、児童に参加を訴えるが、どうしても参加希望が少なくて、学校として参加でき

ない場合でも参加を強制するようなことはあってはならないことだと考えます。ＡＫ

Ｉ・ＤＥＮの開催要項に出場したい児童が少なくて、１チーム編成できない場合は、

無理をしないでいいですよと明記していただきたいと思いますが、いかがですか。 

   ２つ目の質問に参ります。子どもに本物の文化に触れさせるための補助金制度の新

設はいかがですか。最近では、中学校の修学旅行費用が６万円台という高額になって

きています。その中には劇団四季の公演など、生徒に本物の文化に触れさせたいとい

う計画をしている学校もあります。貧困が学校教育に課題を投げかけている今、修学

旅行で子どもによりよい体験を計画している学校に対する補助金制度を検討していた

だきたいと思いますがいかがですか。 

   先ほども同僚議員からも質問がありましたが、オーストラリア研修はすばらしい研

修であると思いますが、少人数の体験に対して余りにも高額な補助を支出しています。

また、希望しても研修の時期もあり、クラブを一生懸命頑張っている生徒は行きたく

ても行けないという、同僚議員からも総務文教福祉常任委員会で指摘がありました。

オーストラリア研修への補助金を縮減し、全ての子どもを対象にした修学旅行で文化

に触れ合う補助金制度をぜひ実現していただきたいと思います。特に中学校の修学旅

行に対する補助にすれば、有田川町内の全ての生徒に関係することになるわけですか

ら、子育て支援という観点からも大変有意義な補助制度だと思いますが、いかがです

か。 

   次に、３つ目の質問をさせていただきます。先ほどの同僚議員の質問とも重なる部

分もあるかと思いますが、よろしくお願いいたします。アベノミクス新３本の矢に関

する介護離職をゼロにする施策について、国及び関係機関に働きかけられたい。安倍

首相はアベノミクス新３本の矢の１つに、安心につながる社会保障として、家族らの
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介護を理由に退職せざるを得ない、介護離職をゼロにしたいとの目標を示しました。

現在、親などの介護を行っている人の半分以上が、働きながら介護をこなしています

が、介護に対する無理解などによって、堂々と休むことすらままならないで、事実、

介護休職制度の利用者はわずか３％にすぎないというデータもあるほどです。２００

７年から２０１３年の間に、家族の介護や看護を理由に離職した人は、４３万９，３

００人、平均すると年７万人ですが、高齢化の進展で近年さらに増加しており、年に

１０万人にも上ると見られています。このままでは団塊の世代が後期高齢者になる２

０２５年には介護のために離職を余儀なくされる働き手が急増するのは必至です。１

人で複数の親の介護をしなければならない、多重介護などもふえていて、その１人に

かかってくる負担は年々大きくなっています。特別養護老人ホームには現在、４０万

人ほどが入所していますが、待機者も４０万人いて、その数は急速に拡大しているそ

うです。現在、５５０万人と言われている要介護認定者も２０２５年には７５０万人

になると言われています。 

   また、毎日新聞では介護をしている自分の家族を殺害した介護殺人事件、４４件を

調べたところ、半数近い２０件で加害者が昼夜を問わない過酷な介護生活を強いられ

ていたことがわかりました。不眠で心身ともに疲れ果てた末に、犯行に及んだと見ら

れる。事件当時はうつ状態と診断された例も目立ちました。介護疲れによる殺人や心

中は後を絶ちませんが、認知症や障害を抱えた家族を介護する人たちの厳しい現実が

浮かび上がったと紹介しています。警察庁によると、介護、看病疲れによる未遂を含

め殺人事件は、統計をとり始めた２００７年から２０１４年までの８年間に全国で３

７１件発生、年平均では４６件、８日に１件のペースで起きている計算になります。

殺人事件全体の３％から６％を占めるそうです。ことしも１１月までに４０件も起き

ています。ほかに自殺や無理心中で亡くなった人は２０１４年までの８年で２，２７

２人にもなるそうです。 

   介護離職ゼロという政策はこのような状況からも大変意義深いものであると考えて

います。けれども、介護職に従事する人からは、特養をふやしても働く人がいないの

に、まずは職員の待遇改善から考えてほしい。ただでさえ人手不足なのに、こんなこ

とをしても待機解消にもならないし、虐待問題をふやすだけではないですかという切

実な声も聞かれています。政府が目指す家族の介護を理由に仕事をやめる、離職者ゼ

ロではなく、まずは介護職に従事する人の離職ストップに着手しなければ、肝心の介

護をする人がいなくなるというわけです。施設にあきがあっても職員不足のために入

所待機者がいるとの指摘も相次いでいます。 

   介護離職ゼロの対策の中で目玉となる一番大きな取り組みは特別養護老人ホームな

どの介護施設の整備です。しかし、そこで働く介護職員については何も言及がない状

況です。ただでさえ、介護職員は人手不足が常態化していますので、その対策をせず

に箱だけつくっても、介護離職ゼロにはならないと考えます。何より介護士の人手不
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足を解消するには、介護報酬を上げて介護士の待遇を向上させるしかないと思います。

そのため、有田郡市の自治体が協同して国及び関係機関に働きかけていかないと、介

護離職ゼロは絵に描いたもちになるでしょう。介護職はきつい、汚い、危険の３Ｋで

離職率が高いとよく聞きます。確かに現場で働いている、特に新人職員の定着率が悪

いように聞きます。就職して３日を待たずにやめてしまう人とか、本当に人手が足り

ないこの時期にやめていくのという人までいろいろいるようです。 

   介護職の離職率は、まず福祉業界の離職率を考える前に知っておいてほしいのは、

ほかの業種の離職率についてです。厚生労働省の調査によれば、全産業の離職率は平

成１８年は１６．２％で、平成２３年には１４．４％というような推移をしています。

ほぼ横ばい状態ですが、少しずつ下がってきているという感じです。それに比べて、

介護のほうはどうなのかというと、平成１８年は２０．３％だったのが、平成２３年

には１６．１％と下がってきてはいるものの、全産業の数値から比べたら、まだまだ

離職率が高いという状況です。数字だけ見ると、全産業と比べても少し高いだけなの

かなと感じる方もおられるかもしれませんが、細かく見ていくとそうではありません。 

   介護職の離職率が高い理由はなぜなのか、それは介護職員を取り巻く環境がまだ、

お世辞にもいいですよとは言えないところも多いと思うからです。その理由としては、

まともに生活できるだけの賃金がもらえていない。体力勝負なところがあるのに、女

性が７割以上も占めている。賃金面から、これから先の人生に夢が持てないなどです。

確かに賃金が低いということも離職率が高い理由になりますが、それだけではなく、

人手不足の事業所が多いので、１人にかかってくる負担が大きく、後輩を指導できる

人がいない。つまり人を育てる環境が整備されていないということもあります。そし

て、夜勤やサービス残業など、頑張った結果が１カ月の評価としていただける給料は

ほんのわずかです。これでは給料が安く、右も左もわからない新人職員が定着してい

くわけはありません。安倍首相の言うように、特別養護老人ホームの増設を行うので

あれば、そこで働く人員確保をするためにも、介護職員の処遇改善は必然となってき

ています。今でも介護職員の離職が多いのですから、まずは介護職員の離職を食いと

める施策を国に対して要望していくことが求められています。これからさらに加速す

る介護の需要に備えて、人の育成にもっと力を入れることや、定着率を上げていかな

いと、事業自体が成り立っていかないと思います。いかがですか。 

   これで、１回目の質問を終わります。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   堀江議員さんの質問にお答えします。 

   １つ目は教育長ということでありますので、教育長のほうから答弁をさせたいと思

います。 
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   ２つ目の子どもに本物の文化に触れさせるための補助金制度の新設についてでござ

いますけれども、修学旅行は学校教育の一環として、オーストラリア研修は社会教育

事業として行っております。夏休み期間中に現地中学生とともに学習や生活を通じて

交流することにより、国際感覚を備えた将来のリーダーとなる人材を育成しようとす

るものであります。学校教育では体験、実現できない分野を社会教育で行っています。

オーストラリア研修については今後もできる限り現在の体制で続けていきたいと考え

ております。 

   御質問の子どもに本物の文化に触れさせるための補助金でありますけれども、既に

ちょうどうちの補助金制度、これは何年か前から、恐らく県下では有田川町だけだと

思います。千二、三百万円、毎年、学校の人数とかいろいろによって割り当てて、こ

れは自由に使ってくださいと、それぞれの学校の特色もあるんで、地域性もあるんで、

これは自由に使ってくださいということで、大変喜んでくれております。こういった、

この補助金制度とか、国などの事業を取り入れて、積極的に実施していますので、今

のところ新設する考えは持っておりません。 

   ３つ目の、アベノミクス新３本の矢に対する介護離職ゼロにする施策について、国

及び関係機関に働きかけにつきましては、アベノミクス第２ステージとして、３本の

矢を打ち出した、その１つ、安心につながる社会保障の中で、介護離職ゼロ数値を目

標に掲げました。もし親が要介護状態になっても、介護施設などに入れば、子が親の

介護に四六時中携わらずに済み、仕事も継続できる、そうした願いもあって、介護施

設の増設を促すことが介護離職ゼロの一助になると見て、打ち出したのだろうと思い

ます。２０２０年代当初にかけて、新たに５０万人以上の施設などをふやし、特別養

護老人ホームの待機者の解消や、介護離職ゼロを実現することで、１億総活躍社会に

つなげていくとした政府の緊急対策であります。 

   一方では、介護施設を増設してもそこで要介護者をケアする介護職員が十分に集め

られなければ、要介護者に十分なケアができなかったり、介護職員に過労を強いたり

する懸念もあります。拡充する介護サービスを支えるだけのマンパワーをどうして確

保していくかということにつきましては、現場を離れた介護職員の再就職を後押しす

ることや、日々の業務でこなすべき書類を半減して、負担を軽くすることなどが上げ

られているようであります。 

   本町を取り巻く地域におきましても、介護従事者の定着性が低く、事業者が従事者

を募集しても集まらないなど、慢性的な人材不足の状況となっております。この要因

といたしまして、介護報酬が低いとの指摘もありますけれども、介護報酬の安易な引

き上げは保険料の上昇に結びつき、年金額がふえない中、高齢者の負担がふえる結果

にもつながります。介護保険制度の持続可能性を高めるためには、必要性が高いサー

ビスについては人材の確保が図られるよう、保険料の水準に留意しつつ、適切な介護

報酬を設定することが必要であり、また介護報酬が介護従事者の賃金等に反映するよ
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うな仕組みにつきましても、十分に検討することも必要であると考えます。介護離職

ゼロの実現性は極めて厳しい状況と思われますけれども、今後の動向に注視しながら、

必要に応じ対応していきたいと考えております。 

   実は、うちの社会福祉協議会、ここもいろんな介護サービス等々の事業を行ってい

ます。おっしゃるとおり、物すごく従事する方が、募集しても来てくれないというの

が現状で、今回、また嘱託職員も随分ふやしました。ようさん人がいてるんですけれ

ども、嘱託職員に応募しないという方は、旦那の扶養家族になって、１００万円ちょ

っと超えたら、いろんな保険料とか、結局、働いてもその分、戻ってこないというこ

とで、今のところ、半年ぐらいすれば、その金額に達するんで、ちょっと休業したい

という方も実際、たくさんおられます。社会福祉協議会も嘱託職員になっていただい

て、少しでも処遇を改善しようということで努力をしていますけれども、いろんな事

情があって、そういう方もあるのも事実であります。 

   特に、有田郡圏域は施設の数、非常に多うございます。いろいろ待機者等々、何十

人と、今、調べたらあると聞いていますけれども、実際、あいたからどうぞと言えば、

ちょっとまだ元気やから、まだええよと。登録している人でもそういう人も何人かい

てるということも聞いております。とにかく、これから老人の多い高齢化社会が来る

んで、できるだけ有田川町では、そういった町民の方々に安心してやっていただける

ように努力だけはこれからも一生懸命にしていきたいと思います。 

○議長（中山 進） 

   教育長、楠木茂君。 

○教育長（楠木 茂） 

   堀江議員にお答え申し上げます。 

   まず、ＡＫＩ・ＤＥＮについてでございます。ＡＫＩ・ＤＥＮというのは、有田川

町少年、小学校の対抗駅伝ということでございます。子どもたちに募集しまして、ニ

ックネームを募集いたしましたところ、ＡＫＩ・ＤＥＮという言葉が来ました。そし

て、理由は秋にやる駅伝だからＡＫＩ・ＤＥＮと、案外簡単な発想なんですけども、

だから第６回ＡＫＩ・ＤＥＮ、ことしも開催させていただきました。ＡＫＩ・ＤＥＮ

につきましては、子どもの自主参加の行事であり、強制されたものではありません。

また、教育委員会から学校側に強制している行事でもありません。学校としても学校

運営の一環として参加しており、学校の参加、不参加は法制上、教育委員会の権限外

であるわけでございます。もちろん、相談や協議事項、ルール改正があれば、その都

度実行委員会に諮りながら、また柔軟かつ適正に対応したいと考えておるところでご

ざいます。 

   ＡＫＩ・ＤＥＮは本町の課題の１つでもある、体力の向上の一環として実施してい

るものでありますが、目的はそのほかに単なる体力の増強だけではなく、駅伝という

チームワークが重要な協議を通じて、学校間の交流、仲間づくり、信頼関係の構築、
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また何よりも満足感や目的を達成したときの喜び、味わい、それを共有するという大

きな目的があるわけでございます。議員の御紹介もありましたが、ことしも１２月５

日に実施いたしたところでございます。毎年のことでありますが、感動的なシーンが

幾つも見られて大いに盛り上がって、無事終了いたしたところでございます。この活

動は有田川町体育協会、スポーツ推進委員会、町内のＰＴＡ協議会、青少年教育指導

員の協力を得て、本町教育委員会挙げての取り組みであります。また、ことしは第６

回を数え、回を重ねるごとに大変な盛り上がりを見せております。 

   参加希望の児童がふえていることもあり、参加制限枠の撤廃も視野に入れていると

ころでございます。また、参加していただける先生方にとっても、保護者や地域の人

たちとの交流の場でもあり、子どもたちの頑張りに対して、感動を共有する場でもあ

ります。今後とも協力をお願いしたいと、そういうふうに思っているところでござい

ます。 

   ２つ目に、子どもに本物の文化に触れさせるための補助金の制度の新設でございま

す。まず、貧困の話もございました。就学援助につきましては、国の制度である、要

保護、準要保護児童生徒就学援助により、修学旅行や社会見学の費用等は全額支給し

ているところでございます。また、議員御指摘のとおり、本物の文化に触れさせると

は、感情や情緒を育み、創造的で個性的な心の働きを豊かにする情操教育の充実にも

つながっていくものと考えておるところでございます。なお、本物の文化に触れさせ

る等の補助金制度ですが、本町独自の施策の、特色のある学校づくり事業として、教

育活動奨励金を全小中学校に対し交付し、援助を行っているところでございます。本

町独自の教育活動奨励金の使途につきましては、学力の向上、体力の向上、体験学習

及び芸術文化の体験の３本柱となっております。各学校においては、有効かつ効果的

に活用しているところでございます。 

   また、各学校においては、文化庁や県の各種事業を活用して、文化芸術による子ど

もの育成事業や、公共ホール音楽活性化支援事業の地域交流プログラム等を利用して、

本物の文化芸術を体験し、子どもたちの豊かな想像力や思考力などを養っているとこ

ろでございます。今後とも子どもたちを本物の文化芸術に触れさせるため、町独自の

教育活動奨励金や文化庁、あるいは県の各事業を活用して、情操教育の推進に取り組

んでまいりたいと考えているところでございます。 

   以上でございます。 

○議長（中山 進） 

   １０番、堀江眞智子君。 

○１０番（堀江眞智子） 

   御答弁いただきました。 

   有田川町ＡＫＩ・ＤＥＮについて答弁をいただきました。大きな目的のためにして

いることは私も否定しておりません。ＡＫＩ・ＤＥＮについては、ただ勝利至上主義
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に最近、陥っているように聞いております。当然、出場するからには少しでもいい順

位になりたいという気持ちはわかりますが、朝練に始まり、放課後の練習、コースの

試走、余りにも学校対抗の競い合いが過熱し過ぎているのではないかというふうに感

じるんですけれども、小学生の過剰な練習ですけれども、陸上の専門家は小学生が過

度の練習をするのは体に後に支障が出てくることを指摘していますし、また養護の先

生は朝練は子どもの体や学習に悪影響を与えると指摘し、心配されています。このよ

うな過度な過熱に対しては、その対応を学校任せにすることなく、教育委員会として

責任を持っていただきたいなというふうに考えます。 

   全国的には中学校の部活でも朝練はやめようというふうなことが広がっていますし、

専門家の意見を聞いて、改善や今後の継続も含め、検討していただくことを要望しま

す。 

   それから、子どもに本物の文化を触れさせるための補助金制度の新設についての再

質問ですが、先ほど答弁していただきました学校に自由に使うお金、奨励金というの

があるので、それを使ってはどうかという話です。このことを学校長に説明して、学

校として独自にこのことについて判断、修学旅行にも使えるようなことに判断するこ

とをお知らせし、認めていただきたいなというふうに考えます。ただ、オーストラリ

ア研修はすばらしい研修ではあると思いますが、きょう同僚議員も述べられましたが、

１人当たりに約４５万円というふうなお金を使っている部分については、今後も検討

を続けてもらいたいなというふうに思っております。 

   また、介護のことでございますが、町長の答弁にもありましたように、大変な事態

になってきているということです。介護職員の、これはちょっと文献を調べたもので

すけれども、高齢者介護のサービス分野における離職の現状という中で、こんな文章

があります。高齢者介護サービス分野における離職率の高さが深刻な問題になってい

ます。ちょっと前ですけれども、２００７年度の、全産業平均離職率は１５．２％で

あったのに対し、訪問介護職員及び介護職員、この後は従事者と呼びますが、全体の

離職率は平均２８．２％であった。さらに介護福祉士等の養成施設においては定員割

れが生じており、卒業生のうち介護サービス分野に就職する割合も低下傾向にある。

高齢者介護サービスにおける離職率の高さは介護サービスの質の低下をもたらすこと

が指摘されている。一方で、高齢者に対する介護サービス需要の拡大に伴い、将来必

要となる介護サービスに従事する介護職員数は２００４年の約１００万人から、２０

１４年には１４０万人から１６０万人に達するというふうに見込まれている。これは

厚生労働省の資料ですが、今後、要介護者の増加が見込まれる中で、介護サービス供

給が十分に行われないことは、介護サービスの質を低下させ、要介護状態の高齢者の

健康状態にもマイナスの影響を与える恐れがあるというふうな文献があります。そし

て、またＮＨＫの持論公論でも、介護職員の賃金について言えば、今のように報酬が

改定されるたびに事業者を一喜一憂させるような方法は見直すべきだ。例えば若者た

－８５－ 



 

ちが、この給料ならば介護の仕事をしてみようと思えるような仕事の内容に見合った

賃金の水準を設定して、それが実現できるように介護報酬の額を決めたり、場合によ

っては交付金を支給するなど、報酬と賃金の関係を考え直す時期に来ているのではな

いかというふうに言われています。 

   やはり、働く人が集まらなければ、待機している方も、施設ができても入れないと

いう状態になってきます。このことは、やはり国に、先ほど町長が言われたように、

安易な報酬の上昇は保険料の上昇につながるというふうに言われましたけれども、や

はり国が拠出する部分をもっと上げるような意見を上げていかないと、自分のところ

の社協の事業もうまく行かなくなってくるんではないかと思いますし、地元で営んで

くれている施設も、この先どういう状態になっていくのかなというふうにも心配され

ます。その意見を国に上げていただきたいなということを申し上げまして、質問を終

わらせていただきます。このことについて、上げてくれるよという答弁であれば、答

弁してくださって結構ですが、特に違うのであれば、もう答弁してくださらなくて結

構です。 

○議長（中山 進） 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   お答えしたいと思います。さっき言ったように、ほんまに安易な介護報酬を上げる

ということは、保険料にもろにかぶってきて、年金も少ない中で老人も大変だろうと

思います。その中でおっしゃるように、国の負担分を多くすれば、介護報酬も上がっ

て、人材もそろって一石二鳥ということで、これは国民健康保険の時代から、国の分

担を５割ぐらい持ってくれとか、いろんな要望を行ってきております。その結果、国

保については若干国のほうの分担金もふえてきました。 

   今後、おっしゃるとおり、介護の現場というのは苦戦が強いられる現場になってく

ると思いますので、国庫負担分をぜひ上げていただきたいということは強く国のほう

に、僕が１人で言ってもあきませんので、みんなを通じて、多分、どこの市町村でも

現場は同じだと思います。みんなで協力して、国のほうに要請していきたいと思いま

す。 

○議長（中山 進） 

   以上で堀江眞智子君の一般質問を終わります。 

   以上で一般質問を終わります。 

   お諮りします。 

   日程第２、議案第１１７号及び日程第３、議案第１１８号を一括議題としたいと思

います。これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中山 進） 

－８６－ 



 

－８７－ 

   異議なしと認めます。 

   したがって、日程第２、議案第１１７号及び日程第３、議案第１１８号を一括議題

とします。 

   提案理由の説明を求めます。 

   町長、中山正隆君。 

○町長（中山正隆） 

   それでは、有田川町の定例会、追加議案の提案理由の説明をさせていただきたいと

思います。 

   ただいま、追加上程されました議案につきまして、提案理由の説明を申し上げます。 

   議案第１１７号は、平成２７年度公下第４号水尻工区管渠布設工事（第１６工区）

の請負変更契約についてであります。今回の変更は、平成２７年６月３日に締結した、

平成２７年度公下第４号水尻工区管渠布設工事（第１６工区）の契約金額を１６２万

円増額し、変更後の契約金額を６，４８０万円としたいので、変更契約を締結するに

当たり、議会の議決をお願いするものであります。 

   議案第１１８号は、平成２７年度公下第７号水尻工区管渠布設工事（第１９工区）

の請負変更契約についてであります。今回の変更は、平成２７年６月３日に締結した

平成２７年度公下第７号水尻工区管渠布設工事（第１９工区）の契約金額を６９６万

６，０００円増額して、変更後の契約金額を７，０５７万８，０００円としたいので、

変更契約を締結するに当たり、議会の議決をお願いするものであります。 

   以上で追加議案に対する私の説明を終わります。何とぞ、御審議の上、御賛同賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長（中山 進） 

   以上、町長の提案理由の説明が終わりました。 

   続きまして、補足説明はありませんか。 

   ないようですので、提案理由の説明を終わります。 

   お諮りします。 

   日程第２、議案第１１７号及び日程第３、議案第１１８号は提案理由の説明だけに

とどめ、議案審査のため審議を中止したいと思いますが、これに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（中山 進） 

   異議なしと認めます。 

   本日の会議は、これにて延会したいと思います。 

   この後、３時５分から全員協議会を４階会議室で行います。 

～～～～～～～～～～～～～～～～ 

延会 １４時５０分 


